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監査結果に基づき市長等が講じた措置について  

 

 

 包括外部監査結果に基づき、又は監査の結果を参考として講じた改善策に

ついて、熊本市長等より通知があったので、地方自治法第２５２条の３８ 

第６項の規定により公表する。 
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（関係条文） 

 

・地方自治法第 252条の 37第 5項 

 包括外部監査人は、包括外部監査契約で定める包括外部監査契約の期間内に、監

査の結果に関する報告を決定し、これを包括外部監査対象団体の議会、長及び監査

委員並びに関係のある教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員

会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員に提

出しなければならない。 

  

 ・地方自治法第 252条の 38第 6項 

  前条第 5 項の規定による監査の結果に関する報告の提出があった場合において、

当該監査の結果に関する報告の提出を受けた包括外部監査対象団体の議会、長、教

育委員会、選挙管理委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委

員会、農業委員会その他法律に基づく委員会又は委員は、当該監査の結果に基づき、

又は当該監査の結果を参考として措置を講じたときは、その旨を監査委員に通知す

るものとする。この場合においては、監査委員は、当該通知に係る事項を公表しな

ければならない。 
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 平成 28 年度(2016 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：市有財産（不動産）の有効活用について～ 

 

 

 財政局 資産マネジメント課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【旧東保健福祉センター建

物における有効活用方策の

検討について：意見】 

《東部出張所》 

 東保健福祉センター建物

に関しては、被災度区分判

定が「中破」であり、地震

の震度は 6 強以上と推測さ

れるので、補修若しくは補

強すれば復旧可能な状況で

あると推測される。 

 復旧にあたっては、当該

施設を複合化・多機能化す

ることによる周辺施設の集

約化などの検討も含めて、

今後の活用方法について方

策を検討する必要があると

思われる。 

令和 2 年度（2020 年度）に、同一敷地内に立

地する東部まちづくりセンターのあり方検討と

あわせて旧東保健福祉センターの活用について

検討を行った。 

 旧東保健福祉センターについては、熊本地震

において被災度区分「中破」の判定を受け、ま

た老朽化も進行しており、改修等に多額の費用

が必要と見込まれることから、引き続き行政文

書等の保管施設として活用していくこととし

た。 

令和 2 年

（2020 年） 

11 月 24 日 
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平成 28 年度(2016 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：市有財産（不動産）の有効活用について～ 

 

 

                      財政局 資産マネジメント課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【処分方法の検討につい

て：意見】 

《元南熊本 2 丁目保留地》 

 当該地は、道路向いが平

成 28年 1月で廃止した食肉

センター敷地であり、また、

食肉センター敷地の隣接地

では食肉業者所有の土地に

マンションの建設が進んで

いる。 

 これまでの公売手続きか

らも当該地のみでの売却は

困難な状況であり、市道へ

の編入、用水路を覆ったう

えで当該地と一体にしたコ

イン駐車場として利活用や

食肉センター敷地との一体

での処分等を検討する必要

がある。 

 令和 3 年（2021 年）3 月１日に実施した一般

競争入札で落札され、令和 3 年（2021 年）3 月

23 日付け土地売買契約締結した。 

令和 3 年

（2021 年） 

3 月 23 日 
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平成 28 年度(2016 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：市有財産（不動産）の有効活用について～ 

 

 

                        南区役所 天明まちづくりセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【土地の有効活用につい

て：意見】 

《銭塘・東塘市有地》 

 当該地には過去において

塵芥処理用地であったた

め、土壌調査を実施して安

全性を確認するとともに、

所管課を天明まちづくりセ

ンターから資産マネジメン

ト課へ所属替えをする必要

がある。そのうえで、利活

用の要望について全庁的に

照会を行い、他課から利活

用の申請がない場合には処

分すべきである。 

 また、部外者が侵入でき

ないように木柵等を設置す

るとともに、市有地である

ことを示す看板の設置等、

現場管理を徹底するべきで

ある。 

 これまでに、監査意見にあるとおり部外者が

侵入しないよう侵入防止柵と市有地看板を設置

した。 

 今後の所属替えについて、資産マネジメント

課によれば、当該土地は売却見込みは薄いと考

えており、たとえ売却に向け土壌調査等を実施

したとしても売却見込みのない土地は受け入れ

ない方針で所属替えは厳しいとのことであっ

た。 

 よって、今後は当センター所管のまま当該土

地は管理していくこととし、今後も庁内におけ

る未利用地の活用希望調査に引き続きあげてい

くものとする。 

令和 3 年

（2021 年） 

10 月 27 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 廃棄物計画課 

 

指摘事項等 

【固定資産の耐用年数について：指摘】 

 会計基準では、固定資産の減価償却に関して以下のように定めている。 

償却方法：原則として定額法、最終処分場については全体計画埋立量を基礎とした生産

高比例法も認められる。 

 ※生産高比例法による最終処分場の減価償却費 

    ＝最終処分場の取得価額 ×（当該年度の埋立量／全体計画埋立量） 

耐用年数：想定耐用年数（計画における使用可能年数）とする。ただし、想定耐用年数

が不明な場合は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年 大蔵省令第 15 号、

以下「耐用年数省令」という。）」に定める耐用年数を参考にする。 

残存価額：ゼロ円 

平成 28 年分（平成 30 年度）の原価計算において入力されている減価償却資産を検討し

たところ、耐用年数等に関して以下の問題が発見された。 

（ア）東部環境工場の施設の耐用年数は 15 年となっている。いっぽう、新西部環境工

場の耐用年数は 38 年となっており、同様の施設であるにもかかわらず耐用年数に大幅な

違いが生じている。 

西部環境工場の新設にあたっては公設民営（DBO）方式が採用されている。施設の要求

水準書によれば、当該施設の運営予定期間は 35 年間とされている。入力された償却期間

38 年は実際の使用見込みから算定しているということであるが、要求水準書を超える期間

を設定したことについて、具体的な疎明資料はない。 

ここで、耐用年数省令では鉄筋コンクリート製焼却炉の耐用年数は 35 年、レンガ造の

それは 25 年とされている。要求水準書の 35 年という期間は、耐用年数省令の耐用年数に

一致しており、ある程度の合理性があると考えられる。 

また、東部環境工場の竣工は平成 6 年 3 月であり、その 17 年後の平成 23 年には基幹的

設備の整備が行われていることから、基幹的設備の耐用年数は 15 年程度であるとも考え

られる。しかし、実際に旧西部環境工場が約 30 年間使用されたことも考え合わせれば、

15 年という償却期間は基幹的設備のみの耐用年数と考えるべきであり、全体としては 15

年の耐用年数は短すぎると考えられる。 

このように、同様の施設について異なった耐用年数が設定されているのは不合理である

ため、今後の原価計算にあたっては、統一された合理的な耐用年数を使用するべきである。

また、可能であれば基幹的設備とそれ以外の設備に分けて取得価額を計算することが望ま

しい。 

（イ）扇田環境センターの耐用年数は 15 年（定額法）となっている。ここで、扇田環境

センターの埋立予定期間は平成 15 年度から平成 60 年度（令和 30 年度）までの 45 年間と

なっている。また、旧埋立地の実際の利用期間は 24 年間であった。 
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新埋立地の埋立総容積は旧埋立地の埋立総容積の 95％程度であるので、この点を考慮して

も約 23 年程度の耐用年数があるものと推定される。 

これらを考え合わせれば、現状の 15 年という耐用年数は短すぎると考えられる。また、

埋め立て処分場については残余率が計算されているはずであるので、生産高比例法による

償却計算が可能なはずである。 

（ウ）北部、西部、東部の各クリーンセンター管理棟について、耐用年数はいずれも 65

年間となっている。北部クリーンセンターは鉄骨造、西部及び東部クリーンセンターは鉄

筋コンクリート造である。耐用年数省令によれば、これらの建物の耐用年数は、事務所用

のものとしてもそれぞれ 38 年と 50 年であり、現在入力されている耐用年数は設定が長す

ぎると思われる。 

措置内容 措置日 

 指摘事項（ア）～（ウ）に対し、令和元年度（平成 30 年分）会計

基準の作成時において確認、修正を行った。 

（ア）東部環境工場の耐用年数について、施設本体は耐用年数省令で

示される耐用年数 35 年に修正して西部環境工場と統一させ、平成 23

年の基幹的設備整備に伴う追加投資分は施設本体と分けて標記し、耐

用年数を 15 年とした。 

（イ）扇田環境センターの施設に係る耐用年数は指摘のとおり 23 年

とした。 

（ウ）北部、西部、東部の各クリーンセンター管理棟の耐用年数につ

いては、耐用年数省令で示されるとおり、鉄骨造の北部クリーンセン

ターは 38 年、鉄筋コンクリート造の西部及び東部クリーンセンター

は 50 年とした。 

 

令和 3 年（2021 年）

3 月 2 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 廃棄物計画課 

 

指摘事項等 

【計算結果の利用について：意見】 

 熊本市では、会計基準を適用した原価計算を、基準が公表された平成 19 年度以降毎年

実施している。ここで、会計基準の目的には以下の二つがあげられている。 

 (ア)外部公表目的 一般廃棄物会計基準に従って作成した一般廃棄物処 

   理事業の財務諸表を公表することで社会に対する説明責任を果たす。 

 (イ)内部管理目的 一般廃棄物処理事業の管理ツールとして利用することによって、 

一般廃棄物処理事業の効率化を図る。 

 上記の目的のうち、外部公表目的については「廃棄物処理事業概要」に算定結果が記載

されており、外部に公表されている。しかし、事業概要以外では市の広報、ホームページ

等への記載はなく、市民に対する公開のあり方として現状が十分であるのか検討の余地が

ある。 

 いっぽう、内部管理目的での利用としては、平成 24 年度に行った処理料金改定に際し

て料金設定の参考とした実績がある。しかし、それ以降はもっぱら他の自治体からの照会

に回答するのみであり、他都市との比較や委託と直営単価との比較等の管理目的では利用

していない。 

 熊本市は経年推移としての原価計算データを有しているのであるから、その内容を精査

し、原価の現状分析と将来の予測等を行い、一般廃棄物処理事業の効率化に資するデータ

とすることが望まれる。 

措置内容 措置日 

 計算結果の利用について、外部公表目的として、毎年度「廃棄物処

理事業概要」に算定結果を記載し、ホームページで公表しているが、

今後は経年推移がわかる形で公表を行うこととした。 

 内部管理目的としては、随時、原価計算データを委託と直営との比

較等に利用しているところだが、今後は、一般廃棄物処理実施計画の

策定に合わせて、毎年現状分析等を行い、事業の見直しや効率化を図

る目的でデータを活用する。 

 

令和 3 年（2021 年）

3 月 2 日  
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 廃棄物計画課 

 

指摘事項等 

【行政コスト計算書の活用について：意見】 

 会計基準では、原価計算だけでなく一般廃棄物の処理に関する行政コスト計算書 （以

下、「行政コスト計算書」と略。）の作成も示されている。行政コスト計算書とは、一般廃

棄物会計の対象期間における市町村の一般廃棄物の処理に関する事業に伴う費用と、当該

事業から得られた収益の取引高を表示したものである。 

 行政コスト計算書を作成する意義は、一般廃棄物の処理に関する事業の効率性や経済性

を検証できるとともに、その効果（アウトカム）を評価する上で有用な情報を得ることが

できることとされている（「会計基準 3」の 1 及び 2 より）。 

 また、この行政コスト計算書は環境省のエクセルに数値を入力することで自動的に作成

されるようになっている。 

 しかし、現在、熊本市ではこのような行政コスト計算書を作成している（エクセルの入

力結果として保持している）ものの、その結果は公表されていない。また、行政コスト計

算書の計算結果に対する分析も行っていない。 

 原価計算の結果はそれ自体有用な情報である。しかし、廃棄物処理費用の中には原価計

算の範囲に含まれていないものもある。例えば、不法投棄廃棄物に係る費用や資源物の売

払収入・売電収入等がそれである。 

 これらは原価計算の対象とはなっていないものの、一般廃棄物処理コスト全体を考えた

場合、その効率性を図るためには考慮されるべきものであり、このため行政コスト計算書

の計上項目とされている。 

 このように行政コスト計算書は、原価計算とは違った情報提供のツールとしての役割が

あるため、市民にとっては行政コスト計算書の結果も有用な情報となりうるものである。 

したがって、今後は行政コスト計算書を公表する、またはその結果を分析する等の活用を

行うことが望ましい。 

措置内容 措置日 

 行政コスト計算書については、会計基準を適用した原価計算結果と

併せて、経年推移がわかる形でホームページで公表を行うこととし

た。 

 

令和 3 年（2021 年）

3 月 2 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 廃棄物計画課 

 

指摘事項等 

【配送保管業者における指定収集袋の在庫数差異について：指摘】 

 配送保管業者が提出した指定収集袋の受払記録を検証したところ、平成 30 年度末の在

庫で 1 箱（500 袋）の差異が生じていた。これは、H31 年 3 月の可燃 45L の納品の際に製

造業者が 1 箱持ち帰ったものがあり、その 1 箱について、サンプル数から差し引くべきも

のを、在庫から差し引いてしまったため、差異が生じたものである。 

 市では、指定収集袋配送保管業務委託仕様書に基づき、委託業者から「入出庫報告」「配

送実績報告書」「在庫数量報告」「不良品等回収報告」等の報告を受けている。 

 これらの配送実績に基づき、出庫数に関してモニタリングは行っていたが、月末在庫数

については両社のデータ間に差異がないかの確認のみで、実際の入出庫からの算出は行っ

ていなかった。 

 指定収集袋について市は、ごみ減量を目的としたものであり廃棄物処理の対価とは捉え

ていない。しかし、そのいっぽうでこの袋によってごみ処理収入が計上されるのであるか

ら、一定の金銭的価値を有する。この点において前払処理券と同様の性質を有することは

明らかである。 

 前払処理券の管理については受払簿が整備され、残高の管理を行っているのであるか

ら、配送保管業務を委託しているとはいえ、市には一定水準での残高管理を行うことが求

められる。そのためには、受払の正確性を検証するとともに、少なくとも年 1回程度は実

地棚卸に立ち会うなどして、残高管理の適正性を確保するべきである。 

措置内容 措置日 

 指定収集袋の残高管理について、配送保管業者が実施する棚卸（毎

月実施）に年 1 回程度立ち会うこととした。 

 

令和 2 年（2020 年）

12 月 1 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 廃棄物計画課 

 

指摘事項等 

【ごみゼロコールに関する苦情の処理について：意見】 

 大型ごみの処理依頼窓口は「ごみゼロコール」であるが、ごみゼロコールは、大型ごみ

の受付以外にも各種の相談・問い合わせや苦情の受付窓口となっている。 

 ごみゼロコールに寄せられた各種苦情については苦情内容を大型ごみ収集支援システ

ムに入力し、苦情内容の一覧をアウトプットした後、苦情内容のいかんによって所管部署

へ回付される。また、所管部署間で連絡調整が必要な場合には連絡票を作成し、各部署で

分担して処理にあたっている。 

 処理が終了したものについては、収集運搬に係るもの等、委託処理業者への周知徹底が

必要なものについては苦情内容をシステム内で申し送り、再度のトラブル発生を防ぐ努力

を行っている。 

 ここで、受け付けた苦情のうち、上記以外のものはその都度の対応を行った後に特段の

原因分析や申し送り等を行っていない。苦情には業務改善につながるものもあるはずなの

で、受け付けた苦情の内容を分析し、業務改善につなげることを期待する。 

措置内容 措置日 

 ごみゼロコールで受け付けた苦情内容を集計し、令和 3 年（2021

年）10 月に開催した受託者会議（年 2 回開催）において周知を行い、

業務改善を図った。今後も受託者会議において苦情内容の周知・共有

を図り、業務の改善につなげていく。 

 

令和 3 年（2021 年）

10 月 12 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 廃棄物計画課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【大型ごみ収集支援システ

ムへの入力について：意見】 

 2019 年 10 月より大型ご

み収集支援システムが稼働

しているが、システムへの

入力基準がなく、委託先は

利用できない仕組みになっ

ている。 

 廃棄物計画課が大型ごみ

収集支援システムの入力基

準を定めるとともに、シス

テムの分析結果を委託先に

フィードバックできるよう

にすることで、ルール違反

ごみが出やすいステーショ

ンの改善につながり、道路

の状況や事故が起きやすい

地点等の情報を共有化する

ことで、安全性の向上も期

待されるにつながるものと

思われる。 

 また、情報を集約、分析

することで委託業者が変更

になった場合の引き継ぎが

円滑になることが期待され

る。 

 

 令和 3 年（2021 年）5 月にシステムへの入力

基準を定め、関係各課に周知を行った。今後は

入力内容を委託業者にフィードバックすること

で、業務の改善につなげていく。 

 

令和 3 年

（2021 年）5

月 27 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 ごみ減量推進課 

 

指摘事項等 

【PDCA サイクルに基づく点検評価体制の確立について：意見】 

 事業に係る成果の測定に関して、集団回収登録団体数、登録団体の年間実施回数、一回

あたりの再生資源回収量、助成金額といった実績の把握（モニタリング）ができている点

は評価に値する。 

 しかし、事業の目的はリサイクル率の向上であることから、少なくとも定量的に分析が

可能な項目については、それらの指標を基に目標達成のための解決案が講じられ、実行に

移されることが重要なはずである。 

 現状ではそれらモニタリング指標についての目標値が定められていないため、リサイク

ル率の目標を達成するために、再生資源の集団回収助成事業において現状実施しているモ

ニタリング項目ごとに、具体的な目標を設定し、目標達成に向けた適切な努力することが

望まれる。 

 つまり、リサイクル率を目標値に近づけるために、この事業の KPI（Key Performance 

Indicator:重要業績評価指標）を設定し（例えば集団回収の登録団体数の目標数字や、登

録団体当りの参加人数や登録団体当りの年間平均実施回数など）、これに基づいた振り返

りや次年度の計画策定など、この事業を通したリサイクル率の向上を達成するための PDCA

サイクルに基づく点検評価体制を確立していく必要があると考える。 

措置内容 措置日 

 事業内容をイメージしやすく、親しみのある名称に変更すること

で、制度浸透による登録団体の増加を図りリサイクル活動の活性化を

図ることを目的に、令和 3 年（2021 年）7 月に制度名を再生資源集団

回収から市民リサイクル活動に名称を変更するとともに、回収量助成

金を政令市でトップとなる 7 円/1 ㎏に引き上げた。今後回収量の多

い団体等を広報誌に掲載するほか、記念品や感謝状の贈呈などを行

い、更なる活性化を図る予定。 

一方で、コロナ禍の収束が見通せず、従来の地域活動が制限される

など先の予測が困難な面もある事から、引き続き、モニタリングと振

り返りを継続し制度活性化の取り組みを継続する。 

 

令和 3 年（2021 年）

7 月 1 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 ごみ減量推進課 

 

指摘事項等 

【家庭生ごみ処理機助成に係る点検評価体制について：意見】 

 基本計画においては、成果指標 2 として、「市民 1 人 1 日当たりの家庭ごみ処理量（資

源化された量を除く。）」の目標値を、平成 32 年度：450g/人・日（平成 21 年度比 20％削

減）と設定している。 

 この目標値を達成するための事業のひとつとして、ごみ減量推進課では、家庭用生ごみ

処理機について、購入者に対する助成を実施している。しかしながら、生ごみ処理機を導

入することによる家庭ごみ処理量の削減効果などの具体的なモニタリング項目が設定さ

れておらず、成果指標 2の目標達成に向けてどれくらいの効果があるか検証されていない。 

 有効で効率的な事業を進めていくために、成果指標 2 の目標達成のための当該事業にお

ける適切なモニタリング項目の設定と仮説に基づいた項目ごとの具体的な目標値を設定

し、モニタリング項目の目標値達成に向けた適切な努力をすることが望まれる。そのうえ

で助成に関する検討をすることで、より意義のある事業となると考える。 

措置内容 措置日 

令和 3 年（2021 年）6 月に過去 3 年以内に助成金を申請された市民

を対象にアンケート調査を行った。約 340 名から回答をいただき、

57％の方が毎日使用されており、また、購入してよかったと思う割合

では 98％の方がよかったと回答もあり、一定の効果が確認された。

一方で、アンケート結果から推計した年間の生ごみ削減量は約 5 トン

であり、本市の家庭ごみに占める割合は大きいものではないため、事

業のあり方について他に効果的な取組が無いかを含め引き続き検討

する。 

 

令和 3 年（2021 年）

6 月 30 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 ごみ減量推進課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【減量美化制度の周知につ

いて：意見】 

 ごみの減量にとって、地

域住民の自主的なリサイク

ル意識の向上や、地域住民

自らがごみステーションの

美化に努めるという文化の

確立は重要である。地域住

民によってごみステーショ

ンを管理している状況や、

再生資源の集団回収等を地

域の住民団体の申請に基づ

き実施されている点からみ

れば、当該減量美化事業は

意義があると言える。 

 この事業をより有効に運

用する上で、当該事業の周

知を図ることは重要であ

る。ごみ減量推進課では、

減量美化制度についてパン

フレットを作成し、各区の

総務企画課に設置するなど

して制度の周知を図ってい

る。 

 しかしながら、監査人が

複数名に当該事業の認知状

況についてヒアリングを実

施したところ、知っている

と回答した者がいなかっ

た。この点から、この制度

が広く市民に周知されてい

るとまでは言えない状況で

あると考えられるため、今

後はより積極的に周知に取

り組んでいくことが望まれ

る。 

全町内自治会長向けに当課で所管するさまざ

まな支援制度等を紹介する文書の中で本事業に

ついても周知を行った。今後も積極的な広報行

い制度の更なる浸透に努めたい。 

 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 8 日 



14 

 

令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 ごみ減量推進課 

 

指摘事項等 

【ルール違反時のシール貼付の記録及び記録したデータの活用について：意見】 

 収集運搬委託業者に対しては、月ごとにルール違反シールの貼付枚数及び在庫枚数を報

告させ、集計をとっている。貼付枚数が少ない業者については、その都度状況を聞き取り、

貼付指導を行うほか、年 2 回の受託者会議においても別途指導しているとのことである。 

 しかし、ごみ収集時発見したルール違反ごみについて、ルール違反シールを貼付せずに

放置するという問い合わせがたびたび発生しており、シールの貼付枚数で確認されるもの

よりも、実際のごみ出し時のルール違反の件数はもっと多いのではないかという疑問があ

る。 

 委託業者に対するルール違反シールの貼付枚数の報告を徹底した上で、どの地区でルー

ル違反が発生しているのかまで、記録し把握することが重要だと考える。このことにより

地域ごとのルール違反件数が見える化されることで、地域ごとに効果的な対策を講じるこ

とができるはずである。 

 現状を把握したうえで、効果的な対策を実施することにより、当該事業の目的である地

域の良好な生活環境の向上を図ること可能になるものと考える。 

措置内容 措置日 

 委託業者のルール違反シールの貼り付けについては、日頃から指導

を行っている。また、受託者会議において、違反シールを貼らずに取

り残していることへの苦情がごみゼロコールに寄せられていること

等を周知し、改めて貼り付けの徹底を指導したところである。 

 また、委託業者は 1 日の違反シールの貼付状況（発生個所、違反内

容等）を管轄するクリーンセンターに報告していることから、各クリ

ーンセンターでは違反件数が多い地区等を把握している。加えて、各

クリーンセンターの啓発推進班は、必要に応じて現場確認や自治会等

と連携して啓発を行うなど、効果的な対策を実施している。 

 

令和 3 年（2021 年）

10 月 12 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 ごみ減量推進課 

 

指摘事項等 

【事業者の評価ランク設定について：意見】 

 事業者への立入指導の際は、チェックリスト形式の調査票を作成し必要な項目が網羅的

にチェックされている点は評価される。しかし、立入調査の結果として事業者の事業ごみ

の処理状況について評価ランク付（例：A,B,C,D,E）までは実施されていないため、調査

結果表からは優良な事業者と優良でない事業者とが区別し難い状況となっている。 

 より効果的に調査・指導できる事業とするために、対象事業者の評価ランク付を行い、

現状の約 5 年に一回の訪問調査頻度を評価ランクで差をつけてみてはどうか。 

 評価ランクごとの訪問調査頻度に差をつけることで、優良事業者への調査回数を減らす

ことができるとともに、その分をより問題のある事業者へ振り分けることができる。また、

事業者にとっても優良事業者となるモチベーションが生じる。その結果、効果的な調査・

指導となることが期待できる。 

 さらに、評価付を毎年同じ基準で実施することで、この事業における適切な目標値を設

定することも可能になると考えられる。 

措置内容 措置日 

 これまでの立入調査の結果に基づき、すべての多量排出事業所の評

価ランク付を行い、令和 3 年度（2021 年度）からは評価ランクに応

じた立入調査を実施することとした。 

 

令和 3 年（2021 年）

4 月 1 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



16 

 

令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 北部クリーンセンター 

 

指摘事項等 

【管理簿の作成及び実地棚卸の実施について：意見】 

 北部クリーンセンター内の物品は、受入れ数量及び払出し数量並びに残高数量の把握を

行っておらず、実地棚卸も行っていない。 

 また、現場視察時には、購入後長期間にわたって使用していないと推察されるものが散

見された。 

 物品の購入・払出し・残高に関しては、『熊本市物品会計規則』において、必要に応じ

て帳簿を作成することとされている。 

 帳簿を作成することで物品の減耗や、長期収蔵品等の把握が可能となる。 

 また、棚卸を行うことで、帳簿数と実数の差異原因を調査し、使途不明の有無の把握が

可能となり、同時に帳簿数と実数を一致させることができるため、帳簿の正確性を担保す

る。 

 さらに、棚卸を実施することで不用の決定を行うことが可能となり、売却または廃棄を

行うことが可能となる。それらの効果を通じて、職員の管理意識の向上に寄与することが

期待される。 

 このように、帳簿の作成及び期末棚卸を行う意義は小さくないと考えられるため、必要

性の有無を再検討し、帳簿作成と期末棚卸を行うことが望まれる。 

措置内容 措置日 

 管理が必要な物品については、帳簿を作成し期末棚卸を行うことと

した。 

令和 3 年(2021 年） 

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 北部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【月例点検及び作業開始前

点検について：指摘】 

 月例点検及び作業開始前

点検は行っているものの、

油圧装置に関する点検等、

実際の点検が不足している

項目がある。また、点検記

録には点検の結果に基づい

て補修等の措置を講じたと

きの内容の記録が必要であ

るにもかかわらず、記録し

ていない。加えて、点検を

行っている項目について、

現状では点検記録を 1 年間

しか保存していない。 

 機械式ごみ収集車に係る

安全管理要綱（基発第 60

号）に従って、月例点検及

び作業開始前点検の必要項

目をもれなく行い、必要な

項目を全て記録し、これを

3 年間保存する必要があ

る。 

 機械式ごみ収集車の月例点検においては、必

要な点検を行い、点検記録を 3 年間保存するこ

ととした。 

令 和 3 年

(2021 年） 

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 北部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【年次点検について：指摘】 

 月例点検及び作業開始前

点検で実施している項目を

除き、年次点検を行ってい

ない。 

 このため、月例点検及び

作業開始前点検で不足して

いる油圧装置に関する点検

等のほか、年次点検でのみ

必要である電気系統等、点

検が不足している項目があ

る。 

 また、点検記録には点検

の結果に基づいて補修等の

措置を講じたときの内容の

記録が必要であるにもかか

わらず、記録していない。

加えて、点検を行っている

項目について、現状では点

検記録を 1 年間しか保存し

ていない。 

 機械式ごみ収集車に係る

安全管理要綱（基発第 60

号）に従って、年次点検の

必要項目を漏れなく行い、

必要な項目を全て記録し、3

年間保存する必要がある。 

 機械式ごみ収集車の年次点検においては、必

要な点検を行い、点検記録を 3 年間保存する。 

令 和 3 年

(2021 年） 

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 北部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【熊本地震後の安全性の調

査について：意見】 

 平成 28 年の熊本地震後

に、旧事務室と計量の事務

棟及び管理員宿舎であった

建物については安全性の調

査を行っていない。倉庫と

してではあるが地震後にも

使用しており、特に計量の

事務棟及び管理員宿舎であ

った建物については、令和

元年度から植木地区のふれ

あい収集業務を北部クリー

ンセンターで行うようにな

ったことに関連して週 3 回

程度の出入りがある。 

 週 3 回程度であっても、

使用する以上は安全性の調

査を行い、その結果を受け

て今後も使用するか否かの

判断を行うことが望まし

い。 

 今後も仮置き場として利用するため、業者へ

依頼し建物の修繕（補強）を行った。 

令 和 3 年

(2021 年） 

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 北部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【計量の事務棟及び管理員

宿舎であった建物の管理に

ついて：指摘】 

 計量の事務棟及び管理員

宿舎であった建物の窓ガラ

スが、複数箇所割れたまま

放置されている。 

 敷地・建物には十分な広

さがあり誤って接触する可

能性は高いとは言えない

が、引き続きこの建物を使

用する場合には、不測の事

態に備えて割れたガラスを

完全に取り外す等の処置を

行う必要がある。 

 なお、現状では使用する

のに危険ということで、視

察翌日には割れたガラスが

撤去されていることを確認

している。 

 割れたガラスは全て撤去済みであり、修繕の

際にベニア板を張り付け修繕を行った。 

 

令 和 3 年

(2021 年） 

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 西部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【文書保存期間について：

指摘】 

 『支出命令書』『伺文書』

等、文書保存期間を超えて

保存されている文書があっ

た。 

文書の保存については、『熊

本市文書に関する訓令』に

従い適切に管理すべきであ

る。 

 

保存期間を超えている文書は廃棄済。 

 

令 和 3 年

（2021 年）1

月 29 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 西部クリーンセンター 

 

指摘事項等 

【管理簿の作成及び期末棚卸の実施について：意見】 

 西部クリーンセンター内の物品は、受入れ数量及び払出し数量並びに残高数量の把握を

行っておらず、実地棚卸も行っていない。 

 また、現場視察時には、購入後長期間にわたって使用していないと推察されるものが散

見された。 

物品の購入・払出し・残高に関しては、『熊本市物品会計規則』において、必要に応じて

帳簿を作成することとされている。 

 帳簿を作成することで物品の減耗や、長期収蔵品等の把握が可能となる。 

 また、棚卸を行うことで、帳簿数と実数の差異原因を調査し、使途不明の有無の把握が

可能となり、同時に帳簿数と実数を一致させることができるため、帳簿の正確性を担保す

る。 

 さらに、棚卸を実施することで不用の決定を行うことが可能となり、売却または廃棄を

行うことが可能となる。それらの効果を通じて、職員の管理意識の向上に寄与することが

期待される。 

 このように、帳簿の作成及び期末棚卸を行う意義は小さくないと考えられるため、必要

性の有無を再検討し、帳簿作成と期末棚卸を行うことが望まれる。 

措置内容 措置日 

管理が必要な物品に関しては、帳簿を作成し期末棚卸を実施するこ

ととした。 

 

令和 3 年（2021 年）

4 月 1 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 西部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【月例点検について：指摘】 

 月例点検については、行

っているものの、記録が不

十分である。車両運行報告

書において、点検年月日と

原動機等の車両部分につい

ての点検箇所の記録がある

が、点検方法、積込装置、

油圧装置、電気系統、安全

装置その他についての点検

箇所、点検の結果、点検を

実施した者の氏名及び点検

の結果に基づいて補修等の

措置を講じたときの内容の

記録が必要であるにもかか

わらず、それらを記録して

いない。 

 機械式ごみ収集車に係る

安全管理要綱（基発第 60

号）に従って、月例点検を

行った際には、必要な項目

を全て記録し、3 年間保存

する必要がある。 

 機械式ごみ収集車の月例点検は、必要な項目

を点検し点検結果を記録簿に記載し 3 年間保存

することとした。 

令 和 3 年

（2021 年）3

月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 西部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【年次点検について：指摘】 

 月例点検で実施している

項目を除き、年次点検を行

っておらず、点検を行って

いる部分についても記録が

不十分である。車両運行報

告書において、点検年月日

と原動機等の車両部分につ

いての点検箇所の記録があ

るが、点検方法、積込装置、

油圧装置、電気系統、安全

装置その他についての点検

箇所、点検の結果、点検を

実施した者の氏名及び点検

の結果に基づいて補修等の

措置を講じたときの内容の

記録が必要であるにもかか

わらず、それらを記録して

いない。 

機械式ごみ収集車に係る安

全管理要綱（基発第 60 号）

に従って、年次点検の必要

項目を漏れなく行い、必要

な項目を全て記録し、3 年

間保存する必要がある。 

 機械式ごみ収集車の年次点検は、必要な項目

を点検し点検結果を記録簿に記載し 3 年間保存

することとした。 

令 和 3 年

（2021 年）3

月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 東部クリーンセンター 

 

指摘事項等 

【管理簿の作成及び実地棚卸の実施について：意見】 

 東部クリーンセンター内の物品は、受入れ数量及び払出し数量並びに残高数量の把握を

行っておらず、実地棚卸も行っていない。 

 また、現場視察時には、購入後長期間にわたって使用していないと推察されるものが散

見された。 

物品の購入・払出し・残高に関しては、『熊本市物品会計規則』において、必要に応じて

帳簿を作成することとされている。 

 帳簿を作成することで物品の減耗や、長期収蔵品等の把握が可能となる。 

 また、棚卸を行うことで、帳簿数と実数の差異原因を調査し、使途不明の有無の把握が

可能となり、同時に帳簿数と実数を一致させることができるため、帳簿の正確性を担保す

る。 

 さらに、棚卸を実施することで不用の決定を行うことが可能となり、売却または廃棄を

行うことが可能となる。それらの効果を通じて、職員の管理意識の向上に寄与することが

期待される。 

措置内容 措置日 

 管理が必要な物品については、棚卸を行い、帳簿を作成し管理を行

うこととした。 

 

令和 3 年（2021 年）

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 東部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【月例点検について：指摘】 

 月例点検については、行

っているものの、記録が不

十分である。車両運行報告

書において、点検年月日と

原動機等の車両部分につい

ての点検箇所の記録がある

が、点検方法、積込装置、

油圧装置、電気系統、安全

装置その他についての点検

箇所、点検の結果、点検を

実施した者の氏名及び点検

の結果に基づいて補修等の

措置を講じたときの内容の

記録が必要であるにもかか

わらず、それらを記録して

いない。 

 機械式ごみ収集車に係る

安全管理要綱（基発第 60

号）に従って、月例点検を

行った際には、必要な項目

を全て記録し、これを 3 年

間保存する必要がある。 

 機械式ごみ収集車の月例点検においては、必

要な点検を行い、点検記録を 3 年間保存するこ

ととした。 

令 和 3 年

(2021 年） 

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 東部クリーンセンター 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【年次点検について：指摘】 

 月例点検で実施している

項目を除き、年次点検を行

っておらず、点検を行って

いる部分についても記録が

不十分である。車両運行報

告書において、点検年月日

と原動機等の車両部分につ

いての点検箇所の記録があ

るが、点検方法、積込装置、

油圧装置、電気系統、安全

装置その他についての点検

箇所、点検の結果、点検を

実施した者の氏名及び点検

の結果に基づいて補修等の

措置を講じたときの内容の

記録が必要であるにもかか

わらず、それらを記録して

いない。 

 機械式ごみ収集車に係る

安全管理要綱（基発第 60

号）に従って、年次点検の

必要項目を漏れなく行い、

必要な項目を全て記録し、3

年間保存する必要がある。 

 機械式ごみ収集車の年次点検においては、必

要な点検を行い、点検記録を 3 年間保存するこ

ととした。 

令 和 3 年

(2021 年） 

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 東部環境工場 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【個別のごみ搬入者につい

て：意見】 

 搬入ごみ調査において高

い確率で指導対象となって

いる搬入業者が存在する。

後納業者に対しては他の事

業者と比べて、より強い指

導が望まれる。 

 現在は、担当職員の経験

則から任意に調査対処を定

め、このことが指摘件数を

高める効果をもたらしてい

るとも考えられるが、この

ような調査指導は適正な廃

棄物処理を実現する上で非

常に重要な要素であると考

えられるため、調査の範囲、

回数等をマニュアル化する

ことが望ましい。 

 現在は、すべてのごみ搬入者に目視により違

反ごみの有無を調査し、その上で違反が疑われ

る搬入業者に対して、ごみ展開調査を実施して

いる。また、併せて、チラシ配布等による啓発

指導も随時行っており、適正な廃棄物処理に努

めている。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                     環境局 東部環境工場 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【搬入ごみ調査報告書の分

析と結果の活用について：

意見】 

 管理班投入の職員は、搬

入ごみ調査報告書を作成し

ている。搬入ごみ調査報告

書には調査日、調査対象者、

搬入不適物の有無と内容等

を記載し、状況がわかる写

真も残している。 

 しかしながら、管理班に

おいては報告書の分析を行

うことなく、調査結果の活

用が不十分な状態である。

ごみ搬入者ごとの分析を行

うことで、ごみ搬入者ごと

の調査頻度の調整や指導の

強弱の必要性が明らかとな

り、担当職員全体へ方針を

伝えることが可能となる。

これは、適正なごみ処理と

再生利用（リサイクル）の

拡大につながるものであ

る。したがって、搬入ごみ

調査報告書の分析を行い、

その結果を調査と指導に活

用することが望まれる。 

 違反ごみ搬入業者に対しては、厳しく指導す

るとともに報告書を作成し、関係課と情報の共

有化を図っている。また、違反ごみの搬入事例

については、内部研修等により職員間で共有し、

意識向上、再発防止に努めている。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 東部環境工場 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【搬入ごみ調査の件数につ

いて：指摘】 

 搬入ごみ調査の件数に関

し、「搬入ごみ調査及び報告

フロー」上、「当面は、午前

3 台以上午後 3 台以上/1 日

の展開調査を実施する」と

ある。しかしながら、平成

30 年度の実際の調査件数

は、1 日当たり 1.1 件であ

った。 

 これは、震災ごみの搬入

が続いており毎日の搬入量

が多く、ごみの搬入を優先

したためとはいえ、「搬入ご

み調査及び報告フロー」と

実績には著しい乖離がある

状況である。また、調査件

数が少ないことは、検査結

果の違反率と実際の違反率

に乖離を生じさせる要因と

なる。したがって、「搬入ご

み調査及び報告フロー」記

載のとおりに、搬入ごみ調

査の件数を増加させる必要

がある。 

 現在は、目視により違反ごみの有無を調査し、

その上で違反が疑われる搬入業者に対して、ご

み展開調査を実施している。また、併せて、チ

ラシ配布等による啓発指導も随時行っており、

適正な廃棄物処理に努めている。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                      環境局 東部クリーンセンター 

 

指摘事項等 

【建物内の一部の私物による占有について：指摘】 

東部クリーンセンターの建物内を視察したところ、建物内の一部（一部屋）が私物のト

レーニング機材で占有されていた。 

 市によれば、トレーニング機材は市の財産ではなく、私物（退職職員が残していったも

のなど）であるとのことである。また、クリーンセンター職員は体力を使う業務に従事し

ており、体力維持のため、一部の職員が業務時間外で利用しているとのことである。 

しかし、クリーンセンターの建物は行政財産であり、「公用又は公共用に供」するとい

う行政財産の定義に鑑みると、建物内の一室を私物で占有し、一部職員が使用するという

状態は適切とは言えない。 

市は、行政財産の定義に鑑み、現在の利用状況を改める必要がある。もしくは、「業務

の一環」であるとして現状の利用方法を是認するのであれば、市は現在の利用状況が法的

に適切であることの根拠に関して整理を行ったうえで、文書として明文化すべきである。 

措置内容 措置日 

私物（トレーニング機器等)はすべて撤去済。 令和 3 年（2021 年）

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                      環境局 西部クリーンセンター 

 

指摘事項等 

【建物内の一部の私物による占有について：指摘】 

 西部クリーンセンターの建物内を視察したところ、建物内の一部（会議室の一部）が私

物のトレーニング機材で占有されていた。また、別の一部屋が卓球台（私物）により占有

されている状態であった。 

 市によれば、トレーニング機材及び卓球台は市の財産ではなく、私物（退職職員が残し

ていったものなど）であるとのことである。また、クリーンセンター職員は体力を使う業

務に従事しており、体力維持のため、一部の職員が業務時間外で利用しているとのことで

ある。 

 しかし、クリーンセンターの建物は行政財産であり、「公用又は公共用に供」するとい

う行政財産の定義に鑑みると、建物内の一室を私物で占有し、一部職員が使用するという

状態は適切とは言えない。 

 市は、行政財産の定義に鑑み、現在の利用状況を改める必要がある。もしくは、「業務

の一環」であるとして現状の利用方法を是認するのであれば、市は現在の利用状況が法的

に適切であることの根拠に関して整理を行ったうえで、文書として明文化すべきである。 

措置内容 措置日 

トレーニング機器等（私物）はすべて撤去済。 令和 3 年（2021 年）

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 廃棄物計画課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【東部交流センターの所管

課について（東部交流セン

ター）：意見】 

 東部交流センターの土地

及び建物については、廃棄

物計画課が所管している。

いっぽう、東部交流センタ

ーの管理運営を担う指定管

理者の選定、監督等は、東

部環境工場において行われ

る。 

 このように、土地及び建

物の所管は廃棄物計画課、

管理運営の所管は東部環境

工場となっているが、所管

を分ける必要性はないと考

えられる。むしろ、固定資

産とその管理運営を一体的

に所管したほうが効率的か

つ効果的に事業が実施でき

ると思われる。 

 したがって、東部交流セ

ンターの土地及び建物の所

管については、廃棄物計画

課から東部環境工場へ所管

換えすることが望ましい。 

東部環境工場と協議し、東部交流センターを

東部環境工場の所管とすることが事業実施の効

率化につながると判断。公有財産引継書を令和

2 年（2020 年）12 月 24 日付けで作成し、令和 3

年（2021 年）1 月 1 日に所管替を行った。 

令 和 3 年

（2021 年）1

月 1 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                       環境局 ごみ減量推進課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【ストックヤードの所管換

えと有効活用について（旧

リサイクル情報プラザ）：意

見】 

 旧リサイクル情報プラザ

所管の建物について、一部

は解体されつつあるが、解

体中のリサイクル情報プラ

ザの建物に隣接しているス

トックヤードについては、

リサイクル情報プラザ閉鎖

後も所管課であるごみ減量

推進課が倉庫として使用し

ている。 

 リサイクル情報プラザが

閉鎖したため、ごみ減量推

進課から離れた場所にある

ストックヤードを当該課が

所管する合理性は高くない

と考えられる。そのいっぽ

うで、まだ老朽化しておら

ず、十分に利用できるため、

解体撤去するのは望ましい

とは言えない。 

 したがって、ストックヤ

ードについては、例えばも

っとも近隣の東部環境工場

へ所管換えを行って管理す

るなど、適切な所管換え及

びさらなる有効活用を行う

ことが望ましい。 

ストックヤードについては、ごみ減量リサイ

クルに資する建物として平成 22 年度に国庫補

助金（循環型社会形成推進交付金）を受けて建

設しており、引き続き当課で所管し、主にごみ

減量リサイクルの推進に関する啓発グッズやボ

ランティア清掃用の用具等を保管すること目的

として使用する。 

令 和 3 年

（2021 年）11

月 1 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                      環境局 北部クリーンセンター 

 

指摘事項等 

【建物内の一部の私物による占有について：指摘】 

 北部クリーンセンターの建物内を視察したところ、建物内の一部（一部屋）が私物のト

レーニング機材で占有されていた。 

 市によれば、トレーニング機材は市の財産ではなく、私物（退職職員が残していったも

のなど）であるとのことである。また、クリーンセンター職員は体力を使う業務に従事し

ており、体力維持のため、一部の職員が業務時間外で利用しているとのことである。 

 しかし、クリーンセンターの建物は行政財産であり、「公用又は公共用に供」するとい

う行政財産の定義に鑑みると、建物内の一室を私物で占有し、一部職員が使用するという

状態は適切とは言えない。 

 市は、行政財産の定義に鑑み、現在の利用状況を改める必要がある。もしくは、「業務

の一環」であるとして現状の利用方法を是認するのであれば、市は現在の利用状況が法的

に適切であることの根拠に関して整理を行ったうえで、文書として明文化すべきである。 

措置内容 措置日 

 私物（トレーニング機器等）は令和 3 年度内に全て撤去済。 

  

令和 3 年(2021 年）

3 月 31 日 
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令和元年度(2019 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：熊本市の一般廃棄物処理関連事業について～ 

 

 

                   環境局 環境施設課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【西部環境工場における固

定資産台帳への一部登録漏

れについて：指摘】 

 西部環境工場は、旧西部

環境工場の老朽化に伴う建

て替えのため、平成 24 年 4

月に着工し、平成 28 年 9

月に竣工したが、西部環境

工場の支出関係資料に記載

された支出額のうち、「その

他（土木造成・外構・解体・

産廃処理費）」については固

定資産台帳に登録されてい

ない。 

 このうち少なくとも土木

造成 879,482 千円及び外構

52,685 千円については、固

定資産台帳に登録する必要

があると考えられる。 

 投下資本の適切な把握、

固定資産の適切な管理及び

統一的な基準による公会計

における減価償却費の適切

な算定のため、資本的支出

については漏れなく固定資

産台帳に適切に登録する必

要がある。 

 令和 2 年（2020 年）9 月 2 日、土木造成

879,482,117 円及び外構 52,685,162 円につい

て、固定資産台帳に登録を依頼し、その後「固

定資産台帳（令和元年度末）」に登録完了した。

令和 3 年（2021 年）3 月に公開済み。 

令 和 3 年

（2021 年）3

月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども政策課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【受診票作成枚数につい

て：指摘】 

 妊婦健康診査を受けるた

めの受診票は毎年 1 万枚発

注されているが、実際に利

用されている枚数は 7000

枚程と発注枚数と利用枚数

に大きな差がある。1 枚の

発注単価は 190 円程度のた

め、単純に算出しても 57

万円ほどの予算が必要以上

に計上されていることにな

る。このように必要以上に

予算が計上される原因とし

て、実際に受診票が何枚使

用されたか確認されていな

い事が挙げられる。今後も

少子化により対象者数が減

少し、利用枚数が少なくな

ると考えられるため、毎期、

使用枚数を確認し、ある程

度の予備枚数を考慮した上

で必要以上の発注とならな

いようにするべきである。 

・令和 3 年度の妊婦健康診査受診票の発注は

8,500 枚で実施、前年度と比較し、118,019 円削

減した。 

・総合出張所分の在庫把握ができるよう報告書

を修正し、各区へは引き続き在庫管理を徹底す

るよう指示した。 

令 和 3 年

(2021 年)5 月

31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども政策課 

 

指摘事項等 

【受診率の低下について：意見】 

 妊婦健康診査の 1 回目、乳児健康診査の 3 か月の受診率は高い割合となっているが、乳

児健康診査の 7 か月は若干、低くなっている。担当者に質問したところ、生後 6 か月まで

にほとんどの予防接種が済み、医療機関へ行く機会が減ることも一因ではないかとの回答

があった。乳児の健康状態を専門家に診てもらう重要性を考えると、7 か月乳児健康診査

の受診率も上げる必要がある。 

 市のホームページ「乳児（3 か月児・7 か月児）健康診査」で確認したところ、市は受

診対象者に対して乳児健康診査直前に個人通知しておらず、自発的な受診が必要な状態で

ある。7 か月の乳児は 3 か月の時と比べ動きが活発で保護者の負担が増加している時期で

ある。さらに職場復帰に向けての準備などで多忙な日々をおくる中で、乳児健康診査を失

念し受診機会を逃してしまうこともあると思われる。市は受診対象者の把握ができている

ため、医療機関と連携し、診査の時期が近づいたら医療機関から受診対象者に通知しても

らうなどの対応を検討する必要があると考える。 

措置内容 措置日 

・令和 2 年度の 7 か月健診の受診率は 97.7％に上昇。 

・引き続き受診率向上に向け、ホームページで周知するとともに、公

式 LINE での周知により、さらに受診勧奨を行う。 

・なお、転出者を除く健診未受診者については、全てフォローを行っ

ている。 

 

令和 3 年（2021 年）

8 月 25 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども政策課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【養育支援家庭訪問が必要

かどうかの判断について：

意見】 

 市の事業担当課は、「こん

にちは赤ちゃん事業」によ

る保健師又は助産師の訪問

の報告、相談者からの情報、

相談者の健診結果、家庭訪

問の状況などから、養育支

援の要否について課内専門

職の意見を踏まえ総合的に

判断を行っている。 

 養育支援家庭訪問が必要

かどうかの判断の偏りを最

小限にし、事業の公平性を

保つためには、HAW ネット

に登録されたチェックリス

トの結果などをもとに一定

の基準を設けて、これによ

り抽出される仕組みを検討

することも必要と考える。 

・チェックリストを作成。令和 3 年 8 月から市

の事業担当課が運用を行っている。 

 

  

令 和 3 年

（2021 年）8

月 25 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども政策課 

 

指摘事項等 

【他事業への連携方法について：意見】 

 要支援者が適切な養育の実施を確保するためには、場合によって他事業と連携する必要

があり、訪問者や市の担当者のスキルやキャリアに過度に依存しない判断の基準が必要と

なってくる。現在、養育訪問時に訪問者が毎回報告書を記入し、市へ報告することで要支

援者の状況を共有する仕組みとなっていることは評価でき、その報告の内容によって他事

業との連携の必要性が検討されている。報告方法として報告事項を文章でまとめる形式が

とられており、定性的な状況の確認はできているが、訪問時のチェックポイントに見落と

しが起こる可能性があり、文章の伝わりやすさや報告を受ける側の捉え方などによって伝

わる情報に差が生じる可能性もある。 

 報告書のフォーマットに虐待の有無のような必ず確認しなければならない項目をチェ

ックリスト形式で追加することや、担当者の判断に加えて HAW ネットを用いた点数評価シ

ステムを取り入れることなどを検討する必要があると考える。 

措置内容 措置日 

・チェックリストを作成。令和 3 年 8 月から市の事業担当課が運用を

行っている。 

 

令 和 3 年 (2021

年)8 月 25 日措置

済 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども政策課 

 

指摘事項等 

【システム間の連携について：意見】 

 要保護児童対策事業では様々な部署・部門から情報収集し記録しているが、報告のあっ

た情報を独立したシステムに入力・管理をしている。このため、情報の入力漏れにより必

要な情報の共有漏れが発生する恐れがある上、事務作業の負担も大きくなっている。 

 システムを共通システムにすることはアクセス制限等を設けて情報の秘匿性の観点に

注意する必要はあるが、例えば、HAW ネットシステムと虐待関連のシステムにおいて、共

通している情報についてはシステム連携をし、それぞれで管理している情報などを更新し

た際にも常にどこのシステムからでも最新の情報が確認できるような仕組みで運用でき

ないか検討する必要がある。その結果、情報の共有漏れを防止できるだけでなく、入力・

更新等の事務作業にかかる負担を大幅に軽減することも可能となり、対応の即時化やより

質の良いサービスの提供につなげるために時間を割くことができるようになると考える。 

措置内容 措置日 

・業務上必要がある職員のみが情報共有する仕様とした上で、効果的

な連携が図れるよう、「要保児童等に関する情報共有システム」の利

用と、ＨＡＷシステムと現行の家庭児童システムとの統合に向け改修

しており、令和 4 年 1 月に新システムを導入する。 

 

令 和 3 年 (2021

年)8 月 25 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども政策課 

 

指摘事項等 

【既存事業の認知について：意見】 

 助成対象となる事業は多岐にわたっている。実際に助成金の支給対象となっている活動

内容をみてみると、対象となる活動を実施している子ども会や PTA は多数あると思われる

が、過去 5 年間の平均申請件数は 23.2 件と多いとはいえない状況である。また過去の助

成対象団体や支給回数等を確認すると、同じ団体が複数回助成を受けており、過去 5 年間

の申請件数に対する採択割合の平均が 96.6％と高い水準となっている。このことから、当

事業を知っている事業者が複数回にわたり助成を受ける状況になっていると思われる。こ

のような状況になる理由として、周知不足や事業目的が大枠で定められていることで、個

人や団体が自身の事業が対象になるのかどうか判断しづらくなっていることが挙げられ

る。助成金対象事業かどうかを判断しやすくするためにも事業の趣旨を明確にし、事業周

知のための広報活動などを行うことが必要と考える。 

措置内容 措置日 

・令和 3 年 12 月の団体募集の際に、ホームページや市公式 LINE、ま

ちづくりセンター等を活用し周知する。 

 

令 和 3 年 (2021

年)8 月 25 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども政策課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【子ども食堂の情報発信に

ついて：意見】 

 子ども食堂に関する情報

をまとめた専用のホームペ

ージを作成し、一覧と地図

のどちらからでも所在地を

確認できるようなわかりや

すい仕組みを整えているこ

とは評価できる。また市民

が常に最新の情報を取得で

きるよう定期的に情報の更

新が行われていることは、

市民の満足度を高める仕組

みといえる。その上でより

満足度を高めるためには、

現在運用されている PC 用

サイトのみならずスマート

フォン用サイトの拡充を図

ることが必要と考える。20

代～40 代の子育て世代の 8

割以上はスマートフォンを

インターネット接続端末と

して活用しており 、またス

マートフォンから PC 用サ

イトは見づらい状況となっ

ているためである。 

・区毎の内容を拡充掲載し、検索しやすい方法

へと変更済。 

令 和 3 年

(2021 年)8 月

25 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども政策課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【子ども食堂の設置場所に

ついて：意見】 

 子ども食堂は、地域住民

や団体等が主体となり取り

組んでいる事業であり、地

域により設置数に大きくば

らつきがある。 

 このため、設置数が少な

い地域で事業者の拡充を図

り、必要とする子ども達が

居住地に関係なくサービス

を享受できるようする必要

があると考える。 

 

 

・4 月に実施されたまちづくりセンターとの会

議で子ども食堂の取組を紹介、まちづくりセン

ターを通じ地域へ周知依頼。また新たに運営さ

れている子ども食堂の情報は、まちづくりセン

ターや既存の子ども食堂等に提供を依頼すると

ともに、インターネットや SNS で収集し、ホー

ムページに掲載、周知している。 

令 和 3 年

(2021 年)5 月

31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 

【不正受給の取り扱いついて：指摘】 

 市は受給資格が継続しているかを確認するために、毎年児童扶養手当の受給者に対して

現況届を郵送するとともに、事実婚状態にあると考えられる世帯については、個別に訪問

するなどして事実関係を把握している。このことは過払金の発生を防ぐ方法として評価で

きる。 

 これらの確認を行っているものの過払となった債権については、その発生状況によっ

て、「過払金」か「不正受給」かに分けて管理することが必要である。「不正受給」の場合

であれば、強制徴収ができるためその回収可能性は高くなる。 

 このことを踏まえて過去の事案をみてみると、数年に渡って事実婚状態にあったにも関

わらず手続き遅れによる「過払金」として処理されているケースが一定数あり、この中の

一部は時効となり多額の不納欠損として処理されている。一方で、「不正受給」として処

理している案件は 0 件となっている。 

 一律に「過払金」として処理するのではなく、内容を検討し、必要な場合には「不正受

給」として扱うことが必要である。 

 また、市では手当の申請時において、発生事由として多い事実婚等の受給資格の喪失な

どについて説明しているが、これに加えて、申請者から説明を受けた旨の署名を入手する

ことも必要と考える。 

措置内容 措置日 

・児童扶養手当法第 23 条に規定の「偽りその他不正の手段により手

当の支給を受けた者」に該当しないか、受給資格者のプライバシーに

配慮した上で事実確認を慎重に行い、適切な債権管理及び新規申請の

際に喪失事由の説明をすると共に過払いの場合は返還が必要になる

旨を説明し、新たな債権発生の防止に努めるとともに、受給資格者が

「喪失することを知っていた」ことを確認出来る場合は「不正受給」

として取扱う。また、認定請求書及び転入届の署名欄に「受給資格に

関する全ての説明を受け確認し承知しました。」との本人確認欄を追

加した。 

 

令和 3 年（2021 年）

10 月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【システム委託費と管理シ

ステムの仕様について：意

見】 

 児童扶養手当の制度は全

国の自治体で一律に行われ

ている制度であるため、昨

今大きな改革が行われよう

としている行政業務システ

ムの統一化・標準化の流れ

を早急に取り入れるべきで

ある。児童扶養手当の管理

システムを市独自の仕様で

発注するという進め方にす

ると、高額な費用が発生す

るばかりでなくオリジナル

仕様のためメンテナンスや

改変等が必要となった際に

他の会社が中に入ることが

できず、最初に契約した会

社との随意契約状態が続い

てしまう。このような状態

では入札制度自体が意味を

なさず、特定の会社の提示

する金額で契約をしなくて

はならない可能性が高い。

「熊本市だけで個別のシス

テム契約をする」というこ

とを改めて議論し、近隣自

治体と共同のシステム活用

やオープン仕様のシステム

を導入するなどの検討をす

るべきと考える。 

・令和 2 年 12 月 25 日閣議決定された「デジタ

ル・ガバメント実行計画」に記載してある総務

省の「自治体業務システム統一・標準化加速策」

の対応期限目標である令和 7 年度に合わせて準

備しており、令和 4 年夏に公開される予定の仕

様書について等、国からの情報収集に努め、情

報政策課とも連携しながら標準化に向けて進め

る。 

・国の展開を注視しながら、早急に取り組むこ

とができるよう、情報政策課と連携して進める。 

令 和 2 年

（2020 年）12

月 25 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【給付管理簿について：指

摘】 

 監査人が監査を行った

際、令和元年度の高等職業

訓練（高等技能訓練）年度

別受給者一覧表の中に、支

給額が誤って記載されてい

る部分を数ヶ所確認し、そ

の後正しい管理簿に修正さ

れた。このような間違いは、

引き継ぎが適切に行われて

いないことや記録したもの

をチェックする体制が確立

されていないことに起因し

ている。統計資料における

根拠データとなるような管

理簿の作成については、正

しく作成、保存ができるよ

うにダブルチェックをする

などの体制を構築する必要

がある。 

・ダブルチェックを行うため、管理簿に新たに

正副担当者確認欄を追加した。他の業務でも同

様に管理簿を作成しているものについては正副

担当者確認欄を追加。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 

【私立地域子育て支援センターの業務委託に関する事業実績の適切な確認について：指

摘】 

 私立地域子育て支援センター事業については、認可保育所を運営する社会福祉法人等へ

業務を委託している。事業終了後、委託先から決算書を入手し、委託事業の実施内容の確

認及び委託料の精算を行っている。 

 市が入手した事業報告書及び決算書について査閲を行ったところ、次のような事項が検

出された。 

 

〇科目の記載 

 委託業務であるにも関わらず、歳入の科目として「経常経費補助金収入」と記載してい

る。これは、以前は補助事業として実施していたことから、市が示した決算書のひな形が

修正されていないため生じている。 

〇歳入合計と歳出合計 

 歳入合計と歳出合計が一致していない。 

〇決算書と見積書の整合性に係る確認 

 費目によっては決算書の金額が見積書の金額を大きく超過しているものがあるが、その

理由を確認していない。 

〇決算書の精査 

 例えば、 

・専任の保育士の実際の出勤状況の確認 

・支出項目が地域子育て支援センター業務にかかる費用かどうか（＝保育園側の経費が混

じっていないか） 

といった視点で、具体的な確認までは行っていない。 

 

 適切な委託費の執行のため、委託事業にかかる支出内容について、必要に応じて委託先

へ照会したり、支出に関する証憑や専任保育士の出勤簿を確認するなど、より具体的に精

査を行うべきである。 

 また、市は委託先に対して、適切な科目等に修正したひな形を提示するとともに、記入

方法等を適切に指導する必要がある。 
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措置内容 措置日 

〇科目の記載 

R3 年 3 月に決算書（ひな型）修正済み。 

 

〇歳入と歳出合計 

決算においては、持ち出し分の金額を、歳入に計上して報告するよう

R3 年 3 月に文書を発送済み。 

 

〇決算書と見積書の整合性に係る確認 

決算書の歳出科目毎の決算額により確認し、疑義が生じた場合は聞き

取りを行うこととした。 

 

〇決算書の精査 

施設を訪問し、施設確認を行う際に保育士の配置や出勤状況の確認を

行っている。 

決算書の備考欄へ支出内容の記載を詳しく記載するよう指導し、疑義

が生じた場合は聞き取りを行うこととした。 

令和 3 年（2021 年）

3 月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 

【仕様書に記載された業務内容の履行の確認について：指摘】 

 「熊本市ファミリー・サポート・センター事業委託業務仕様書」によれば、委託業者が

実施すべき委託業務の内容は多岐にわたっている。 

 一方で、事業の実績報告としては、仕様書に従い委託業者が市に対して、月に 1 回「月

間活動報告書」を提出しているが、当該報告書では毎月の「年齢別活動人数」「活動内容

別件数」「地区別会員数」「新規登録者数」の記載があるのみで、前述の多岐にわたる仕様

項目が適切に履行されているか確認できない。 

 また、契約書（平成 30 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日までの 3 年契約）及び仕様

書において、仕様書に基づいてすべての項目を適切に実行したことを記載した事業報告書

の提出を求めていない。 

 委託業者の業務の履行状況については、市は委託業者と随時連絡を取っており、その都

度事業の履行状況を確認しているとのことである。 

 しかし、市は仕様書に記載されたすべての項目が「網羅的に」履行されているかどうか

について、契約開始から特段確認してこなかった。 

 よって市は、委託業者に対して少なくとも年に 1 度、仕様書に記載された業務内容をす

べて実施していること確認するために、事業内容を網羅的に記載した事業報告書の提出を

求めるとともに、網羅的な履行状況の確認を適切に行うべきである。 

措置内容 措置日 

・仕様書の項目を一覧で確認できるチェック表を新たに作成し、委託

業者と定期的に行っている定例会議の場面で確認していくよう改善

を図った。 

 

令和 3 年（2021 年）

4 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 

【契約期間中における委託業者の登録漏れの発生について：指摘】 

 市が業者と契約を行うには、競争入札、随意契約に関わらず、業者登録名簿に登録され

た業者であることが原則となる。やむを得ず未登録業者との契約をしなければならない場

合には、未登録の業者についての合議が必要となる。 

 熊本市ファミリー・サポート・センター事業委託業務については、平成 30 年 4 月 1 日

から平成 33 年 3 月 31 日までの 3 年契約であり、契約の時点で委託業者が業者登録名簿に

登録していることを確認したうえで、契約を行った。 

 その後、契約期間中である令和元年 6 月に業者登録の更新が漏れていることが判明した

ため、その段階で市は未登録業者との契約について決裁をとっている。 

 結果的に、平成 31 年 4 月、令和元年 5 月、6 月については、合議を得られないまま未登

録業者が契約を継続していたことになり、問題である。 

 市は、再発防止につとめ、特に長期継続契約の場合には、登録の状況を適時に確認すべ

きである。 

 なお、熊本市契約政策課に確認したところ、契約時点で 3 か年の契約を行っており、そ

の契約期間内に業者登録が切れた場合でも、契約上影響は無い旨を確認している。 

措置内容 措置日 

・毎年度末に業務委託一覧への登載の有無を確認するため、当課契約

業者の業務委託（指定管理含む）リストを作成し確認することとした。 

・また、未登録の場合には、必ず契約政策課に申請済か確認の上、必

ず契約前に合議を行うこととした。 

 

令和 3 年（2021 年）

3 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【活動件数（一般）の減少

傾向について：意見】 

 依頼会員数及び協力会員

数の登録状況は、過去 5 年

間でほぼ横ばいである。一

方、活動件数（一般）につ

いては、令和元年度は新型

コロナ感染症対策の影響も

あったとはいえ、年々減少

傾向にある。 

 例えば、委託業者が実施

しているアンケート結果の

分析を実施するとともに、

市と業者が連携して活動件

数の増加に努めることが必

要と考える。 

・毎年行っているモニタリングや講習会の際に

行うアンケートで得られた意見をもとに、出前

講習会の開催や休日開催を実施した。また協力

会員の送迎について心配な意見に対応するた

め、安全運転フォローアップ研修を取り入れる

など、安心安全な活動の実施に努めた。 

引き続きモニタリング等で得られた分析結果を

踏まえ、利用しやすく市民ニーズにあった事業

の見直しを図り、活動件数の増加に努める。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 

【平日の夜間及び休日における相談対応の改善について：意見】 

 子ども・若者総合相談センターでは、平日の夜間及び休日も含め、24 時間体制で電話相

談に対応している。 

 平日の夜間及び休日については、夜間・休日子ども・若者相談員が 1 名体制で相談対応

にあたるとともに、児童相談所の電話窓口としても対応している。また、児童相談所の電

話窓口としての対応には、緊急性を要する「通告」にかかわる連絡も含まれている。 

 そのため、子ども・若者相談センターへの電話対応を行っている中で、児童相談所の電

話対応が必要になった場合には、子ども・若者相談センターへの電話対応をいったん中断

して、緊急性を要する可能性のある児童相談所の電話応対をすることとなる。なお、平日

の夜間及び休日に子ども・若者相談センターの電話相談を受ける場合は、あらかじめ「児

童相談所に関する電話が入った場合には、緊急を要するため、相談を中断する場合がある」

旨の説明をして、相談者の同意を得ている。 

 しかし、相談者の立場からすれば、せっかくの相談の機会を逸することにもなりかねず、

24 時間対応のプラスの側面が損なわれる可能性がある。 

 よって、平日の夜間及び休日については体制を 2 名体制にする、または児童相談所の窓

口機能を切り分けて実施するなど、相談者の相談の機会確保に万全を期すことが必要と考

える。 

措置内容 措置日 

・子ども・若者総合相談センターでの相談対応に加え、令和 3 年 4

月、児童家庭支援センターを新たに設置し、専門性の高い支援を行う

ことにより機能強化を図る。 

 

令和 3 年（2021 年）

4 月 1 日  
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【子ども・若者総合相談セ

ンターにおける情報発信の

充実強化について：意見】 

 子ども・若者総合相談セ

ンターでは、毎年度、啓発

カード、ポスター、リーフ

レットなどを作成し、学校

や関係機関へ配布を行って

いる。また、ホームページ

の作成やラジオ出演など、

さまざまな方法により広報

を行っている。 

 一方で、ソーシャル・ネ

ットワーキング・サービス

（以下「ＳＮＳ」という。）

を介した子ども・若者総合

相談センターに関する情報

発信は行っていない。 

 ＳＮＳによる情報発信の

方法は、相談者が学校など

の関係機関との接点がない

場合であっても、誰でも閲

覧可能であり、相談したい

者が子ども・若者総合相談

センターの存在を知るきっ

かけとなりうると考えられ

る。 

 したがって、市は、ＳＮ

Ｓを用いた子ども・若者総

合相談センターに関する情

報発信を検討することが必

要と考える。 

・令和 3 年 10 月 7 日に SNS（ツイッター）によ

る周知を行い、今後も定期的に投稿を実施する。 

令 和 3 年

（2021 年）10

月 7 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【広報活動の効果の把握に

ついて：意見】 

 子ども・若者総合相談セ

ンターでは、前述のとおり、

様々な手段により子ども・

若者総合相談センターに関

する広報活動を行ってい

る。 

 電話相談等を受けるにあ

たっては、子ども・若者総

合相談センターの存在をど

の媒体で知ったか、という

質問を（可能な場合に）実

施しているが、特段、年間

集計をして分類・分析を実

施しているわけではない。 

 広報活動の効果を把握

し、今後の広報活動への参

考とするため、可能な限り

紹介元を集計・分類するこ

とが必要と考える。 

・相談があった際に媒体先を尋ねることは難し

いが、令和 3 年 6 月に啓発カードを配布してお

り、令和 7 月中旬時点で小・中・高生からカー

ドを見たと言う電話相談・メール相談は約 50

件であった。 

※電話相談：29 件、メール相談：21 件、ホーム

ページ 33 件  

・令和 3 年（2021）6 月 24 日～令和 3 年（2021）

7月 13日の期間に小中高と保育幼稚園へカード

配布（約 143,000 枚）。 

令 和 3 年

（2021 年）7

月 13 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【相談後の状況の把握：意

見】 

 子ども・若者総合相談セ

ンターでは、相談者との相

談内容をもとに、必要な情

報提供を行ったり、可能な

場合には専門機関へ相談者

を紹介したりしている。 

 しかし、その後、相談者

がどのような対応を行った

か、不明なケースも多い。 

 相談対応の効果を適切に

把握するために、可能な範

囲で、相談者のその後の対

応状況を把握し、分析する

ことが必要と考える。 

・住所氏名等で相談者が特定できた場合につい

ては、繋いだ専門機関に状況を確認し、情報を

把握するとともに、相談内容を分析し、今後の

相談対応に繋げるよう改善を図った。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 子ども支援課 

 

指摘事項等 

【現金回収について：指摘】 

 平成 29 年度以降の新規の貸付金については、その回収方法として口座引落しが原則と

なっているが、それ以前の貸付は現金回収が原則であった。貸付事業であるため、実行時

に口座引落しを条件とすることは可能であり、もっと早い時期に口座引落しに移行するべ

きであった。 

 市は、過年度の貸付について口座引落しへの移行を進めているが、その移行割合は 7 割

～8 割にとどまっている。不正防止と事務効率及び正確性の向上のためにも、返済方法は

現金回収をできるだけ廃止し口座引落もしくは払込に移行すべきである。 

 不正防止において、現在までに償還専門員による不正は発生していないとのことである

が、現金回収の場合は実際の回収金額よりも少ない金額を回収したと報告する不正が容易

にできてしまう状況であり判明しづらい。そのため不正額が多額となる恐れも十分に考え

られる。不正防止のためにも現金回収から口座引落などに切り替えるなどの対策を早急に

とることが必要である。 

 また、事務の効率及び正確性の向上の観点からも、口座引落もしくは振込とすることで

債務者の返済状況は常にデジタルデータで収集できるようになる。その結果、現行の手入

力による返済額の記録作業が省けるうえ、誤記録防止のための複数人によるチェックも減

らすことができる。これは多くの作業時間の削減にもつながり、今まで作業に費やしてい

た時間を相談時間に充てる事で、より充実したサービスの提供が可能になると考える。 

措置内容 措置日 

・平成 29 年度以前の貸付利用者については、償還専門員による訪問

徴収や納付相談の際に口座振替申込書を交付。さらに、令和 3 年 6

月に納付書払い者に対し、口座振替依頼の文書を発送し、収納率の向

上に努めている。 

 

令和 3 年（2021 年）

6 月 15 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【加算率認定申請書につい

て：指摘】 

 Ａ園の提出した『令和元

年度（2019 年度）処遇改善

加算Ⅰに係る加算率認定申

請書』の「昨年度の処遇改

善加算率認定申請以降に異

動（新規採用・退職）があ

った職員について、異動内

容を記載」の項目に記載漏

れがあった。 

申請書に記載漏れがあると

加算率を誤るおそれがあ

り、ひいては給付費の金額

を誤る事態を惹起しかねな

いため、市は保育園に対し

申請書の記載漏れ等があっ

た場合は適切に指導する必

要がある。 

 なお、『令和元年度（2019

年度）対象職員名簿』に記

載漏れはなかったため、平

均勤続年数の算定は正しく

行われており加算率は正確

に算定されていた。 

資料については、加算率には影響がなかった

ため、職員異動等があった場合には記載するよ

う指導した。また、対象名簿との照合に記載漏

れがある申請書は、再提出を求めるようにした。 

令 和 3 年

（2021 年）9

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【非常勤職員一覧表につい

て：指摘】 

 Ｂ園の提出した「令和元

年度（2019 年度）非常勤職

員一覧表」に 1 日の時間数

6 時間、1 月あたりの日数

20 日の職員が含まれてい

た。非常勤職員の者であっ

ても、1 日 6 時間以上かつ

月 20 日以上勤務している

職員は常勤職員とみなして

「令和元年度（2019 年度）

対象職員名簿」に含めて記

載し平均勤続年数を算定す

べきである。 

 なお、当該事案について

は上記職員を含めて平均勤

続年数を算定しても加算率

に影響はなかったが、「非常

勤職員一覧表」の記載が不

正確だと加算率を誤るおそ

れがあり、ひいては給付費

の金額を誤る事態を惹起し

かねないため正確な記載が

必要である。 

資料については、加算率には影響がなかった

ため、非常勤職員一覧の記載内容を指導した。

また、申請書において加算に影響がない場合に

おいても、再提出を求めるようにした。 

令 和 3 年

（2021 年）9

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【申請書の添付書類について：意見】 

 『令和元年度（2019 年度）処遇改善加算Ⅰに係る加算率認定申請書』については、昨年

度の処遇改善加算率認定申請以降に異動（新規採用・退職）があった職員についてのみ『履

歴書』『特定教育・保育施設等雇用証明書』を添付書類として提出すればよいが、異動が

なかった職員分についても『履歴書』を添付している保育園が多数あった。 

 添付が不要な職員についても『履歴書』を提出することは、保育園にとっては不要な書

類作成時間を浪費する一方、市においても提出された『履歴書』について本来は不要な検

討時間を浪費することから市は保育園に対し添付書類が必要となる要件を分かりやすく

伝えることが望まれる。 

 上記以外の申請書類でも『キャリアパス要件届出書』の提出が不要なケースにおいても

同届書を提出している保育園が散見された。 

 申請書類について、簡素化できるかどうかの検討や保育園に対する説明をより丁寧に実

施することが必要である。 

措置内容 措置日 

令和 3 年度処遇改善等加算認定申請書の依頼文において、令和 2

年度（2020 年度）申請時に在籍していた職員の履歴書及び雇用証明

の提出の必要がない旨を記載した。 

 

令和 3 年（2021 年）

8 月 5 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【令和元年度（2019 年度）

年齢別平均児童数算定表に

ついて：指摘】 

 年齢別平均児童数算定表

において昨年度の実績児童

数に市が予め定めた一定の

係数を乗じて算定せずに、

施設独自で児童数を見込む

場合は「理由」の記載が必

要だが記載がないケースが

散見された。 

 市は施設独自で児童数を

見込む保育園から申請があ

った場合は、「理由」の記載

の有無を確認するとともに

合理的な理由に基づいて児

童数が見込まれているか検

証する必要がある。 

年齢別平均児童数算定表において、施設独自

で児童数を見込む場合の理由が未記入の施設に

おいては、理由記載の上再提出の依頼をするよ

う改善した。 

令 和 3 年

（2021 年）9

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【施設型給付費の支払手続

きについて：意見】 

 私立保育所への施設型給

付費の支払はシステムから

会計管理者へ支払データが

提出されるが、市外の公立

保育園に対する支払データ

は、保育幼稚園課の担当者

がデータを作成しＵＳＢに

データを入れて会計管理者

へ提出している。 

 保育幼稚園課の担当者が

支払データを作成すると人

の手が介在することから誤

謬リスクが相対的に高ま

り、またシステム上で対応

できれば業務の効率性も高

まることが期待されること

から、市外の公立保育園に

対する支払データもシステ

ム上で会計管理者へ提出で

きないかどうか、追加のシ

ステム対応費も考慮のうえ

検討することが必要であ

る。 

市外の公立園に対する USB による支払いデー

タの取扱いについては、全庁的な対応が必要で

あることから、システムの所管課等関係課（情

報政策課、財政課及び会計総室）へ追加システ

ムの検討を要望した。 

令 和 3 年

（2021 年）8

月 18 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【地域型保育給付費の過払

いについて：指摘】 

 地域型保育事業への給付

費の支払いについて、市外

転出児童（合志市在住）の

2 名の給付費 2 か月分（令

和元年 5～6 月分）688,840

円が過払いになっていた。 

市外転出児童についてはエ

ラー等要確認リストに記載

されるが、これを見落とし

給付費の支払いを行ってい

たものである。 

 エラー等要確認リストの

検証は上席者が実施するこ

とや、エラー等要確認リス

トのエラーが解消されない

と給付費の支払いを実施で

きないようにするなどして

再発防止を確実に実施する

必要がある。なお、当該過

払金については返還されて

いる。 

システム入力作業とエラーリスト修正を担当

と班長に確認することとし、適切に実施した。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【資料の管理の見直し：指

摘】 

 保育幼稚園課にて処理し

た一般需用費のファイルの

内に、同じ保育幼稚園課に

て行う他事業である「保育

課一般管理経費」、「公立保

育所一時預かり事業」、「公

立児童発達支援事業」及び

「公立保育所延長保育促進

経費」の文書が綴じられて

いた。 

 一般需用費のファイルの

内に綴じられている「保育

課一般管理経費」、「公立保

育所一時預かり事業」、「公

立児童発達支援事業」及び

「公立保育所延長保育促進

経費」の文書については、

所在の状況が明らかとは言

えず熊本市文書に関する訓

令に従った適正な処理とは

言えない。 

事業ごとにファイルへの綴じ方に統一ルール

を定め、他の事業についても見直した。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【保育所ごとの管理の見直

し：意見】 

 熊本市に対する平成 24

年度包括外部監査報告書に

おいては、市立保育所の経

費の削減及び業務の効率的

運営を行うためには、市立

保育所全体として収支管理

を行うことは必要である

が、市立保育所の施設別の

収支管理も不可欠であり、

市立保育所の民営化の効果

を検討する場合も市立保育

所別の収支管理は必要とさ

れている。 

 19 園ある公立保育所の

管理運営を行うにあたり、

一般需用費、燃料光熱水費、

医療材料費以外については

全体をひとつとして管理運

営を行っており、保育所ご

との状況については保育幼

稚園課においても各保育所

においても把握できていな

い状況のままである。 

 保育所ごとの状況を把握

することで、過年度比較分

析や私立を含めた同規模保

育所比較分析等が可能とな

る。この様な比較分析を行

いその結果を生かすことに

より、保育所運営の経済

性・効率性を向上させるこ

とが必要と考える。 

保育園の規模の違いを含め業務委託等を一括

しているものを除いて、管理できるものについ

ては、園ごとの差引簿や一覧表を作成し、増減

が確認できるように努めている。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【入札の立会に係る報告書

の作成：意見】 

 「熊本市社会福祉施設整

備に係る工事契約事務取扱

について」では、公共事業

に準じた一連の手続きにつ

いて厳格に定めているが、

市職員が入札に立会った際

の報告書が作成されていな

い。入札立会時のチェック

リスト等を作成し、これに

基づいた報告書を作成する

ことが必要と考える。なお、

令和 2 年度からは報告書作

成が行われていた。 

監査前の令和 2 年度より報告書を作成してい

る。 

令 和 2 年

（2020 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【資料の管理の見直し：指

摘】 

 ファイルに年度又は年、

文書ファイル名の記載がな

く、検出に必要な整備が行

われていないものがあっ

た。 

 令和元年 10 月より幼児

教育・保育の無償化に伴い

事業が終了し、当時の担当

者が異動しているため事実

上担当者がいない状況では

あるものの、文書の保存に

ついては、熊本市文書に関

する訓令に従い適切に管理

する必要がある。 

事業ごとにファイルへの綴じ方に統一ルール

を定め、他の事業についても見直した。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【交付手続きの見直し：指摘】 

 熊本市私立保育所等延長保育促進事業費補助金交付要綱で定められている手続きと実

際の手続きが違うため、以下のような問題が発生している。 

 

1． 市から保育所等に対する補助金交付申請書の提出依頼が 3 月 19 日に行われているた

め、保育所等は補助金の概算払いを受けることができない。（補助金交付申請書の提出依

頼は、もっと早い時期におこなうべきものである） 

 

2. 補助金交付通知と補助金確定決定が同一日付で行われており、「熊本市私立保育所等

延長保育促進事業費補助金交付要綱」が順守されていない。 

 

3．補助金交付決定通知書には「請求の際には、本書の写しを添付すること」（請求の際と

は実績報告書提出時）との記載があるが、保育所等が市に実績報告書を提出する際には、

補助金交付決定通知書は受け取っておらず、この規定は順守されていない。 

 

4．補助金確定通知が 5 月中旬以降にされているため、3 月 31 日を決算日とする保育所等

の会計処理に支障を及ぼしている可能性がある。（確定通知はもっと早い時期に行うべき

である） 

 

 また、補助金交付申請書と実績報告書の提出を保育所等に同時に依頼するのであれば、

実績報告書で補助金交付確定を行うため、補助金交付申請書添付とされている予算書（延

長保育促進事業分）は不要であったと考えられる。 

このため、不要な資料の作成を行うこととなった対象施設、不要な資料の確認を行うこと

となった市の双方にとって不要な事務負担が生じていたことになる。 

 なお、令和 3 年度からは補助金交付申請書の提出依頼を早い時期に行い、補助金交付に

関する手続きが「熊本市私立保育所等延長保育促進事業費補助金交付要綱」に沿った形で

行われるようするとのことである。 

措置内容 措置日 

要綱に従い交付申請時期や全体のスケジュールを見直しし、保育所

等が補助金の概算払いを受けられるようスケジュールを早めた。ま

た、要綱にあわせた手順書を作成した。 

令和 3 年（2021 年）

5 月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【補助金支出明細書につい

て：指摘】 

 保育所等から市に提出さ

れた「補助金支出明細書」

に研修費・保育材料費と記

載があるが、当該支出に関

する支出時期・支出金額・

支出内容等を確認できる領

収書等を入手していない。

また、補助金支出明細書の

提出に際して疎明資料の要

否に関する明文規定はな

い。 

 補助金支出の支出時期・

支出金額・支出内容等の妥

当性を検証するため領収書

等を入手することが必要で

ある。また、補助金支出明

細書の提出に際して疎明資

料の要否に関する明文規定

の必要性について検討する

ことも必要と考える。 

要綱で、「資料の提出を求めることができる」

との記載があるため、事業説明資料に、明細書

の内容等を検証するための領収書等を添付して

もらうよう令和 3 年度から記載した。 

令 和 3 年

（2021 年）5

月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【予算額について：指摘】 

 予算額には年度末の認可外保育施設等利用給付費が含まれているが、決算額に含まれて

いないため予算額 207,000 千円に対し決算額 70,441 千円となり、136,559 千円と多額の差

異が生じている。次年度に支出した金額は 72,687 千円でありこれを考慮しても 63,872 千

円と多額の差異が生じていることになる。担当者に質問したところ、当該事業の実施が初

めてであったことから対象児童数を多めに見込んでいたこと、及び給付額も満額で見込ん

でいたため多額の差異が生じたとのことであった。 

 予算策定時には適切な予算執行を行うため一定程度の精度を持って予算を策定する必

要がある。また、年度末の認可外保育施設等利用給付費を翌年度に支出することが予め見

込まれる場合は、これを予算策定時に考慮することが必要である。 

 初めて実施する事業であっても適切な予算執行が求められるため、多めに予算を策定し

ても構わないとは言えず、一定程度の精度を持った予算策定を行うことが必要である。 

措置内容 措置日 

事業開始より申請実績が把握できるようになったことから、令和 3

年度予算要求から実績に基づき予算編成を実施した。 

 

令和 3 年（2021 年）

5 月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【決算額について：意見】 

 決算額に次年度に支出し

た金額を含めないことは内

閣府が策定した『幼児教

育・保育の無償化に関する

自治体向け FAQ【2020 年 3

月 5 日版】（以下、自治体向

け FAQ）』に準拠した事務手

続きであり問題はないもの

の、あくまで例外的な事務

手続きであることから市民

（議会）への説明をより丁

寧に行う観点からは、予算

額には年度末の認可外保育

施設等利用給付費が含まれ

ているが決算額には年度末

の認可外保育施設等利用給

付費が含まれていないこと

を補足説明するなどの工夫

が望まれる。 

予算決算委員会厚生分科会で制度の説明済で

ある。 

令 和 3 年

（2021 年）5

月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【支出命令書の金額相違に

ついて：指摘】 

 支出命令書の内容及び積

算根拠欄に記載された、更

訂前保育料と更訂後保育料

の金額が、逆になっている

ものが 1 件あった。文書の

作成は正確に行う必要があ

る。 

会計総室に送付前の課内の決裁段階で記載ミ

スに気づくよう確認を徹底することとした。 

その後、返却された分についても、綴じ込む

前に修正し、班長確認を実施することとした。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【修正依頼に対する対応に

ついて：指摘】 

 支出命令書と伴にとじ込

まれている戻出命令書にお

いて、正確性を確認する会

計総室の担当者による修正

依頼のコメントが記載され

ているにもかかわらず、修

正がなされていない事例が

1 件あった。修正依頼が実

行されなければ、ダブルチ

ェックの意味合いがなくな

り、業務の適正性を担保す

ることができなくなる。ダ

ブルチェックの結果生じた

修正はもれなく行う必要が

ある。 

会計総室から修正依頼された項目があった場

合は、修正後、班長まで確認を行うことを徹底

した。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【資料の管理の見直し：指

摘】 

 保育幼稚園課にて処理し

た一般需用費のファイルの

内に、同じ保育幼稚園課に

て行う他事業である「公立

保育所管理運営経費」の文

書が綴じられていた。 

 一般需用費のファイル内

に含まれている公立保育所

管理運営経費の文書につい

ては、所在の状況が明らか

とは言えず熊本市文書に関

する訓令に従った適正な処

理とは言えない。 

事業ごとにファイルへの綴じ方に統一ルール

を定め、他の事業についても見直した。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【施設等利用費請求書（償還払い用）について：指摘】 

 幼稚園の預かり保育利用者から提出された『施設等利用費請求書（償還払い用）』の記

載内容について請求額を多く記載しており、市の担当職員が正しい金額になるよう減額し

て訂正している事例があるが、当該訂正を電話で説明した記録が残っていなかった。 

 保育幼稚園課の事務処理の内規上、不備がある場合は電話連絡し、不備の内容を伝え、

電話で不備内容が確認できる場合は、付箋等に不備内容を記載しておくとなっていること

から当該内規に従って事務処理を行う必要がある。 

 本来は、郵便等で不備のある請求書を返却し、幼稚園の預かり保育利用者に訂正を依頼

したうえで再提出を求めるべきである。 

 なお、郵便等での再提出を求めることは幼稚園の預かり保育利用者及び市の担当者の双

方にとって事務負担があることからシステムを用いて処理する方法、メールで訂正依頼や

請求書の再提出を求める方法等の是非を検討し双方の事務負担が荷重にならない配慮も

必要であると考える。また、Q＆A を作成するなどして不備のある請求書の提出を減らすこ

とも有益であると考える。 

措置内容 措置日 

内規を改正し、請求書の不備について、請求者に電話連絡し、確認

した訂正メモを請求書余白等に記載する。 

 

令和 3 年（2021 年）

5 月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【予算額について：指摘】 

 予算額には年度末の幼稚園預かり保育利用給付費が含まれているが、決算額に含まれて

いないため予算額 170,200 千円に対し決算額 18,381 千円となり、151,819 千円と多額の差

異が生じている。次年度に支出した金額は 17,305 千円でありこれを考慮しても 134,514

千円と多額の差異が生じていることになる。担当者にヒアリングしたところ、当該事業の

実施が初めてであったことから対象児童数を多めに見込んでいたこと、及び給付額も満額

で見込んでいたため多額の差異が生じたとのことであった。 

 予算策定時には適切な予算執行を行うため一定程度の精度を持って予算を策定する必要

がある。また、年度末の幼稚園預かり保育利用給付費を翌年度に支出することが予め見込

まれる場合は、これを予算策定時に考慮することが必要である。 

 初めて実施する事業であっても適切な予算執行が求められるため、多めに予算を策定し

ても構わないとは言えず、一定程度の精度を持った予算策定を行うことが必要である。 

措置内容 措置日 

事業開始より申請実績が把握できるようになったことから、令和 3

年度予算要求より実績に基づき予算編成を実施した。 

 

令和 3 年（2021 年）

5 月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【決算額について：意見】 

 決算額に次年度に支出し

た金額を含めないことは内

閣府が策定した『幼児教

育・保育の無償化に関する

自治体向け FAQ【2020 年 3

月 5 日版】（以下、自治体向

け FAQ）』に準拠した事務手

続きであり問題はないもの

の、あくまで例外的な事務

手続きであることから市民

（議会）への説明をより丁

寧に行う観点からは、予算

額には年度末の幼稚園預か

り保育利用給付費が含まれ

ているが決算額には年度末

の幼稚園預かり保育利用給

付費が含まれていないこと

を補足説明するなどの工夫

が望まれる。 

予算決算委員会厚生分科会で制度の説明済で

ある。 

令 和 3 年

（2021 年）5

月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【交付手続きの見直し：指摘】 

 熊本市私立保育所等一時預かり事業費補助金交付要綱で定められている手続きと実際

の手続きが違うため、以下のような問題が発生している。 

 

 1．市から保育所等に対する補助金交付申請書の提出依頼が 3 月 13 日に行われているた

め、保育所等は補助金の概算払いを受けることができない。（補助金交付申請書の提出依

頼は、もっと早い時期におこなうべきものである） 

 

2．補助金交付通知と補助金確定決定が同一日付で行われており、「熊本市私立保育所等一

時預かり事業費補助金交付要綱」が順守されていない。 

 

3．補助金交付決定通知書には「請求の際には、本書の写しを添付すること」（請求の際と

は実績報告書提出時）との記載があるが、保育所等が市に実績報告書を提出する際には、

補助金交付決定通知書は受け取っておらず、この規定は順守されていない。 

 

4．補助金確定通知が 5 月中旬以降にされているため、3 月 31 日を決算日とする保育所等

の会計処理にも支障を及ぼしている可能性がある。（確定通知はもっと早い時期に行うべ

きである） 

 

 また、補助金交付申請書と実績報告書の提出を保育所等に同時に依頼するのであれば、

実績報告書で補助金交付確定を行うため、補助金交付申請書添付とされている予算書（延

長保育促進事業分）は不要であったと考えられる。 

 このため、不要な資料の作成を行うこととなった対象施設、不要な資料の確認を行うこ

ととなった市の双方にとって不要な事務負担が生じていたことになる。 

 なお、令和 3 年度からは補助金交付申請書の提出依頼を早い時期に行い、補助金交付に

関する手続きが「熊本市私立保育所等延長保育促進事業費補助金交付要綱」に沿った形で

行われるようするとのことである。 

措置内容 措置日 

事務処理については、補助金交付申請書の提出依頼を 12 月中に実

施し、手続きを補助金交付要綱の規定の順守を徹底する。 

令和 3 年（2021 年）

5 月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【説明会資料の見直し：指

摘】 

 当該事業の説明会資料で

ある「令和元年度(2019 年

度)熊本市私立学校(幼稚

園)補助金について」では、

「補助額は原則、対象経費

の 50%以下が基準」との記

載がある。しかしながら、

要綱上このような記載はな

く、補助対象である 15 園の

うち 11園が 50%を超える助

成金を受取っている。要綱

上にない 50％という基準

を説明会資料に記載したこ

とは適切ではない。 

 説明会資料の記載をうけ

て交付申請額を対象経費の

50%以下とした園があれば、

公平性の観点からも問題が

ある。 

令和 3 年度の事業説明会資料から、「補助額は

原則、対象経費の 50%以下が基準」の記載は削

除済である。 

令 和 3 年

（2021 年）6

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【補助率の見直しについ

て：意見】 

 説明会資料である「令和

元年度(2019 年度)熊本市

私立学校(幼稚園)補助金に

ついて」における「補助額

は原則、対象経費の 50%以

下が基準」との記載は、市

財政課から出された「熊本

市補助金制度の見直し基

準」に配慮して加えられた

ものである。 

 説明会資料の当該記載

は、この見直し基準に沿っ

た対応を保育幼稚園課が図

った結果と考えられる。補

助金が 50％を超えること

について、その必要性・妥

当性について十分な検討を

行い、必要性が認められる

のであれば説明会資料の

50％の記載は不要であっ

た。また、50％を超える必

要性が認められないのであ

れば、この見直し基準に沿

った要綱に改正する必要が

ある。 

財政課から、「熊本市補助金制度の見直し基

準」が出されたときに、対象経費の 50％以上に

なることもありうることを協議済であるため、

令和 3 年度の事業説明会資料から、「補助額は原

則、対象経費の 50％以下が基準」の記載は削除

済である。 

令 和 3 年

（2021 年）6

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【事業の必要性の検討：意

見】 

 熊本市は、待機児童解消

のため保育所等の整備によ

って量的拡大を図ったこと

に加え、保育の担い手であ

る保育士の確保が課題とな

っていることから、効率的

な就職支援を期待して外部

委託を行っている。しかし

ながら、平成 27 年度に紹介

件数 248 件、就職件数 176

件であった実績は、令和元

年度には紹介件数 25 件、就

職件数 22 件となっている。

これに関して保育幼稚園課

では、紹介件数・就職件数

が落ち込んでいる理由を委

託先と伴に分析し、件数増

加の必要性を認識している

ものの、事業自体の必要性

の検討までは踏み込んでい

ない。事業開始から 5 年以

上が経過し、潜在保育士の

掘り起こしが進んでいるこ

とや、就職希望者は、委託

先のみではなくインターネ

ット等を通じて複数の就職

斡旋業者に登録しているこ

とを考慮すると、事業の必

要性について検討する時期

が来ていると考える。 

現在も、保育士が不足し、需要も高いことか

ら、当事業の必要性は高いことについて共同で

実施している県と協議し確認したところ。 

今後、さらなる登録者数の増加に向け、委託

先に対し、より積極的な広報（テレビ CM、SNS

等）を行うよう依頼した。 

令 和 3 年

（2021 年）3

月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【予算に係る事業費積算方法の見直し：指摘】 

 平成 28 年度から令和元年度の 4 年間、予算額はすべて 3,000 千円と同額であり、予算

執行率は 32％から 45％と低水準である。 

 令和元年度の事業費の積算は、平成 30 年事業計画書提出件数×補助平均額としている。 

ここで平成 30 年事業計画書提出件数は、平成 30 年 10 月までの実申請件数に 11 月以降の

申請見込み数を加えたものであり、補助平均額は上限額の 1/2 である 50 千円である。令

和元年度予算においては、平成 30 年事業計画書提出件数を 60 件と見積もっており、60

件×50 千円＝3,000 千円と算定している。 

これと比較して令和元年度の実績は、補助金交付件数が 33 件で補助平均額は 41 千円であ

る。補助金交付件数が予算積算時の 55%、補助平均額が予算積算時の 82%であり、双方と

も実績が積算根拠を下回っている。また、過年度についても同様の見積りを行っており、

結果としてすべての年度で 60 件×50 千円＝3,000 千円と算定している。 

 適正な予算を作成するためには、予算と実績に大きな乖離がある場合、事業費積算方法

の見直しの必要性につき検討する必要がある。 

 幼保連携型認定こども園の職員配置における資格要件の特例措置として特例期間が令

和元年度末から 5 年延長され令和 6 年度末までとなった。今後も保育施設等から幼保連携

型認定こども園へ移行した施設における保育士資格及び幼稚園教諭免許状を併有した保

育教諭の確保および保育の担い手確保の為に保育士の増加を図ることにより、子どもを安

心して育てることが出来る体制整備をすすめていく必要があるが、延長された期間中の特

例制度を活用した資格取得者の補助申請の動向を予測しながら適正な事業費積算方法を

検討することが必要である。 

措置内容 措置日 

実績に合わせ、令和 3 年度の予算編成において減額した。 令和 3 年（2021 年）

3 月 31 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【収納率の向上について：指摘】 

 保育料の収納率は平成 27 年度が 90.6％、平成 28 年度が 90.3％、平成 29 年度が 91.2％、

平成 30 年度が 91.5％と改善傾向にあったが、令和元年度は 89.8％と低下している。 

 また、保育料の収納率は政令指定都市 20 市の中でも下位に属し（平成 30 年度は 19 位）、

収納率の向上は喫緊の課題である。 

 この点、閲覧した「市税・保育料に係る調査分析プロジェクト報告書」（平成 30 年 10

月）では、以下のように分析されている。（監査人要約） 

 

 保育料の収納率は他の政令指定都市と比較した場合下位に位置し、口座振替利用率の著

しい低さと、納付場所が金融機関に限定されることが要因であると考えられる。 

 また、過年度分の収納率の低さも全体の収納率に影響を与えている。 

 さらに、債権管理を担当する職員は、他の業務を兼ねて債権回収を行っているため、現

状では債権回収を行うための十分な時間を確保することが困難である。 

 このように、収納率が低い原因として 

① 他の政令指定都市に比べて、口座振替利用率が著しく低いこと 

② コンビニ納付ができないなど納付機会が少ないこと 

③ 納付しないことへのデメリットがないため支払優先度が低いこと 

などが考えられる。 

 

この他、 

・滞納整理票（簿）の適切な運用 

・滞納整理マニュアルの整備 

・債権回収の一元化 

・サービスサーの利用 

・延滞金の検討が収納率の向上に必要と考える。 

  

問題点の改善にはスピード感をもってあたる必要がある。 

措置内容 措置日 

・過年度の収納率向上のため、口座振替の推奨や差押等を実施する。 

・過年度の収納率の改善に努める。 

平成 31 年（2019

年）4 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【口座振替について：指摘】 

 熊本市の口座振替率は、平成 30 年度では 81.77％であり、政令指定都市 20 市の中では、

最下位である。令和元年度の口座振替率は 93.64％へと 1 年間で 10％以上上昇し、政令指

定都市 20 市の中で中位まで改善されている。これは、口座振替の勧奨を電話等で積極的

に行ったことによるものであり、このこと自体は評価することができる。 

 口座振替率の改善は滞納対策に有効であり、平成 24 年度包括外部監査報告書「熊本市

の保育事業の執行について」においても、「保育料を口座振替にすることにより、滞納者

を早期に把握し滞納整理事務を迅速に行うことができ、その結果滞納件数の減少が期待で

きるほか、滞納件数の減少が滞納整理事務の軽減につながることを考えると、滞納整理事

務の強化と同時に、口座振替利用率を高めるなどの滞納を発生させないような対策を考え

ることが必要と思われる。」と指摘されているところである。 

 口座振替率が低いことについては以前から問題とされてきたところであり、改善されて

きているが、今後も問題点の改善にはスピード感をもってあたる必要がある。 

 

 なお、口座振替率の改善が滞納対策に有効なことは、市においても検証されており、平

成 28 年度実績では、納付書による収納率は 69.20％、口座振替による収納率は 96.83％と

30％近い差が生じている。 

措置内容 措置日 

監査対象年度の令和元年度（2019 年度）には口座振替率の改善を

図るため、保護者への積極的な勧奨を実施した。 

その結果、平成 30 年度（2018 年度）の口座振替率が政令指定都市

20 市中 20 位であったが、令和元年度（2019 年度）は 10 位となった。 

更に口座振替率の改善を図るため、令和 2 年度（2020 年度）より、

コールセンターを設置し、電話による勧奨を実施している。 

令和 2 年（2020 年）

4 月 20 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【コンビニエンスストア納付について：指摘】 

 口座振替率の改善と同様にコンビニエンスストア納付は滞納対策に有効であり、平成 24

年度包括外部監査報告書「熊本市の保育事業の執行について」においても、「保育料につ

いて、コンビニエンスストアやクレジットカードによる納付ができるようになっていな

い。保育料については、未だ金融機関での納付又は直接市役所（区役所）の窓口で納付す

る方法しかない。」と指摘されているところである。 

 コンビニエンスストア納付については、以前から問題とされてきたところであり、令和

元年度から開始されている。今後も問題点の改善にはスピード感をもってあたる必要があ

る。 

 なお、平成 21 年 6 月からコンビニエンスストア納付を導入した国民健康保険料現年度

分収納率においても、導入により収納率が向上しており、コンビニエンスストア納付が滞

納対策に有効なことは、市においても検証されている。 

 また、国民健康保険料におけるコンビニエンスストア納付占有率は増加している。 

措置内容 措置日 

監査対象年度の令和元年度（2019 年度）には、コンビニエンスス

トア納付を開始した。 

令和元年（2019 年）

9 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【差押えについて：指摘】 

 差押えについて、平成 24 年度包括外部監査報告書「熊本市の保育事業の執行について」

においても、「熊本市の滞納率は、現年度・過年度ともに他の政令指定都市と比較して高

い。熊本市は、平成 23 年度から滞納者に対して行政処分を行い始めたが、平成 22 年度ま

で、行政処分による積極的な滞納金の徴収を行わなかった結果が滞納率の高さに表れてい

るものと思われる。滞納率の改善を図るには、悪質な滞納者に対して積極的に預金及び給

与等の差押えなどの行政処分を行う必要がある。行政処分を行うことは、悪質な滞納者を

牽制する効果もあるものと思われる。」と指摘されているところである。 

 平成 24 年度の包括外部監査の結果を受けて、平成 24 年度から平成 27 年度までは差押

えを実施していたが、平成 28 年 4 月に発生した熊本地震の影響により、平成 28 年度及び

平成 29 年度は預貯金調査及び差押えとも実施していない。 

 平成 30 年度及び令和元年度は預貯金調査を実施したものの、差押え可能な対象がなか

ったため、差押えは実施せず、令和 2 年度から対象を拡大し差押えを実施している。 

 平成 30 年度に差押え可能な対象がないことが分かった段階で対象の拡大を検討し、差

押えを行うべきであったと思われ、少なくとも、令和元年度には対象を拡大し差押えを実

施すべきであった。 

 滞納率の改善を図るには、悪質な滞納者に対して積極的に預貯金及び給与等の差押えな

どの行政処分を行う必要がある。 

 また、給与等の差押えは実施していない。預貯金の差押えは直前に滞納者に口座移動な

どをされると有効でないこともある。この点、給与の差押えは悪質な納付義務者への牽制

が期待できることから給与の差押えも積極的に実施する必要があると考える。 

 また、行政処分以外にも保育所から納付義務者へ直接、納付書や督促状を配布してもら

うなどの協力を得ることや納付義務者の同意を得たうえで児童手当を保育料へ充当する

など様々な工夫が求められる。 

 滞納保護者数に占める差押件数は、千葉市が 15.0%・横浜市が 14.5%となっており両市

は積極的に滞納者からの回収努力を行っている。また、1 件当りの差押金額は、福岡市が

1,241 千円・新潟市が 664 千円となっており効率的に滞納者から回収を行っている。 

 保育幼稚園課においても他都市に見習い、滞納者からの回収を積極的かつ効率的に実施

することが必要である。 

措置内容 措置日 

令和 2 年度（2020 年度）は、預貯金調査の範囲を広げるなど見直

しを行い、差押を実施した。 

今後、福祉的配慮を行いながらも、差押を着実に行っていくため、

個々の世帯の状況に応じ、給与等の差押などの行政処分を検討する。 

令和 2 年（2020 年）

12 月 7 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【滞納整理票（簿）について：指摘】 

 滞納整理票（簿）について、平成 24 年度包括外部監査報告書「熊本市の保育事業の執

行について」においても、「保育幼稚園課が作成している滞納整理票は、本来の滞納整理

票の機能を十分に果たしているとはいえない状況である。滞納整理票の作成目的を十分に

理解しそれに即した記載を行うよう検討する必要があると思われる。また、長期にわたり

回収が滞っている滞納者については、毎月、保育料納入指導員から上司へ状況を報告させ、

長期滞納者対策会議等を開き、課全体で回収するための対策を検討するなど体制の整備も

必要であろう。」と指摘されているところである。 

 平成 24 年度包括外部監査の結果を受けて 

・システムから出力した未納明細を添付することにより、未納残高と交渉 

  記録を一元的に管理できるようにした。 

・上司によりパソコン端末から滞納整理簿の確認ができるようにした。 

・何度も催告を行っている者に対し、差押えを実施した。 

・熊本市財政局債権管理課と連携し月に 1 回同課への報告を行うようにした。 

 等の改善が図られている。 

 しかし、保育料についてシステム・滞納整理票（紙）・滞納整理簿（エクセル）を用い

て管理しているが、それぞれの記載内容（滞納年月・滞納金額等）の整合性を確認できな

い状況にある。また、過去及び現在の滞納者の人数・滞納金額・不納欠損額等を把握する

にはその都度システム会社に依頼しなければならず、回答を得るのに 10 日ほどを要して

おり、適時に保育料の収納状況を把握できない状況である。システムの改修等を行い、適

時に保育料の管理に必要な情報を得られるようにして効果的かつ効率的な保育料の管理

を行う必要がある。 

措置内容 措置日 

・他都市の滞納整理の状況を調査した結果、半数以上がシステムで管

理している。 

・令和 3 年度（2021 年度）の催告事務処理にあわせて滞納整理票を

データ管理へ移行した。 

令和 3 年度（2021

年度）9 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【滞納整理マニュアルについて：指摘】 

 滞納整理マニュアルについて、平成 24 年度包括外部監査報告書「熊本市の保育事業の

執行について」においても、「保育幼稚園課では、納税課の滞納整理マニュアル（平成 12

年作成）及び債権管理マニュアル（案）により滞納整理を行っている。保育幼稚園課独自

で正式に保育料の徴収に関する滞納整理に関するマニュアルは作成していない。保育料は

市税と違い保育料を徴収する際に園児の家庭の環境等を考慮し、滞納者といえども扶養義

務者および被扶養者の権利（保育を受ける権利）を保護し、徴収職員の権利濫用を防ぐ配

慮が求められる。そこで徴収職員が、滞納者と接触し、自主的な納付を促したり、滞納の

原因等の事情を知り、保育料の減免や徴収を猶予するなど、円満な保育料の徴収を目指す

ことになる。このような状況を考慮し、保育料の徴収に適した正式な保育料の徴収に関す

る滞納整理マニュアルの作成が必要である。また、滞納整理マニュアルの作成により人事

異動等による新任の職員教育が円滑に行え、かつ保育料納入指導員の債権回収業務を効率

化でき、ノウハウの蓄積も可能と考える。」と指摘されているところである。 

 「保育幼稚園課・収納担当マニュアル（2020 年 7 月版）」が作成されているものの 8－1

執行停止において「※基準等の詳細は、「滞納処分の執行停止に係る運用マニュアル（H25

年納税課作成）（2019 年保育幼稚園課内規として決裁済み）」を参考とするもの。」と記載

されている。 

 滞納整理事務を行うにあたって納税課が作成したマニュアルを参考することは有用で

あるが、平成 24 年度包括外部監査報告書に記載のとおり、市税に関する債権と保育料に

関する債権では滞納整理事務に関し異なる配慮が求められることから、市税と異なる配慮

が求められる部分については保育幼稚園課独自でマニュアルを整備する必要がある。 

措置内容 措置日 

令和 2 年度（2020 年度）は、マニュアルの整備を行った。 

しかし、指摘のあった執行停止については、納税課マニュアルを内

規としているところであったため、保育幼稚園課独自のマニュアルを

令和 3 年度（2021 年度）に整備した。 

令和 3 年（2021 年）

4 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【サービスサーの利用について：意見】 

 サービスサーの利用について、平成 24 年度包括外部監査報告書「熊本市の保育事業の

執行について」においても、「現在、「債権管理回収業に関する特別措置法（サービサー法）

に基づき、法務大臣の営業許可を得て、債権管理回収を専門に行う民間の会社（以下「サ

ービサー」という。）がある。最近では、地方自治体によっては、サービサーに一部の債

権回収業務を委託する例がある。保育料や国民健康保険料などの滞納が多い債権に関して

は、マンパワーや専門知識の不足等を補い、回収率の向上を図る一つの対策としてサービ

サーの利用も検討する必要があると思われる。」と指摘されているところである。 

 現在、サービサーの利用は行っていない。なお、令和元年度までは保育料滞納対策嘱託

職員を設置していたが、十分な効果が得られなかったため令和 2 年度においては廃止され

ている。令和 2 年度においては民間企業に保育料等の収納・督促業務を委託している。民

間企業に業務委託することにより経費削減効果は見込めるが収納率の向上に寄与するか

どうか往査日現在では不明であった。 

 徴収業務の実施には、専門知識や経験等が必要であることから幅広い選択肢の中から収

納率の向上に寄与するかどうかといった観点から検討することが必要である。 

措置内容 措置日 

・自力執行権を有している保育所保育料について、強制処分に当たる

業務（例：質問検査権の行使による財産調査など）は、サービサーを

含めて民間へ委託することはできない。 

・強制処分に関連する補助的な業務（例：電話・文書による自主納付

の呼びかけなど）は、サービサーに限らず民間への委託は可能である。 

・委託によるメリットとして、勤務時間外も債務者に架電でき、職員

が行うよりも接触の機会が増えることが挙げられる。デメリットとし

て、納付の相談には応じることができないため、結局担当課を案内す

ることになること、債務者情報を最新のものに更新する作業に手間が

かかること、個人情報を民間事業者に渡すことに抵抗を感じる債務者

がいることなどが挙げられる。 

・民間への委託の実施にあたっては、費用対効果はもとより、職員が

強制処分に、一層注力できるかなどの観点から、個別に判断していく。 

・保育所保育料においては、令和 2 年度に、初期未納者に対する納付

勧奨だけでなく、口座振替の勧奨についてもコールセンターへ業務を

委託しており、今後とも民間委託の活用を行っていく。 

［債権管理課作成］ 

令和 3 年（2021 年）

4 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【不納欠損処分について：指摘】 

 不納欠損処分について、平成 24 年度包括外部監査報告書「熊本市の保育事業の執行に

ついて」においても、「平成 21 年度以降の不納欠損額は、平成 21 年度は 44,926 千円、平

成 22 年度は 49,200 千円、平成 23 年度は 51,066 千円と毎年増加傾向にある。滞納金の収

納に関して、収納通知書に納付年月が記入されているものはその年月で処理するのは妥当

な処理と思われる。しかし、納入指導員の戸別訪問等など現金で分割払い或いは一括払い

で徴収した収納額も現年分の収納に充てられているのは妥当な処理とは思われない。不納

欠損額を少なくするためには過年度の滞納金の収納として処理すべきものと思われる。滞

納者の滞納金を容易に不納欠損処理すれば、善良な納入義務者と不公平が生じ、悪質な滞

納者が得をする結果となり好ましくない。」と指摘されているところである。 

 平成 24 年度包括外部監査報告書に記載された状況から、下記表のとおり調定額が減少

したことに伴い不納欠損額も減少している。 

 しかしながら、預貯金差押えや給与差押え等の行政処分を実施せずに不納欠損処理を行

っているケースが大半である。適切に保育料を支払っている善良な納入義務者と適切に保

育料を支払っていない納付義務者（滞納者）の不公平を減らすため、安易に不納欠損処理

を行う前に最善の回収努力を行うことが必要である。 

措置内容 措置日 

令和 2 年度（2020 年度）は、預貯金調査の範囲を広げるなど見直

しを行い、差押を実施した。 

今後、福祉的配慮を行いながらも、差押を着実に行っていくため、

個々の世帯の状況に応じ、給与等の差押などの行政処分を検討する。 

令和 2 年（2020 年）

12 月 7 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 

【高額滞納者について：意見】 

 高額滞納者について、平成 24 年度包括外部監査報告書「熊本市の保育事業の執行につ

いて」においても、「高額滞納者上位 10 件の滞納者は、収入が少なくて保育料が払えず滞

納に至っている者はいない。収入が少ない者もいるが、ほとんどの者が保育料の支払いは

可能な収入があるにもかかわらず、保育料の支払いをしていない。例えば、滞納者 2 の者

は、滞納整理票の訪問記録で自動車の費用と住宅ローンの支払いで保育料の支払いができ

なかったとの記録がある。市は滞納者に、保育料は住宅ローンの支払いなどより優先する

差押えなどの自力執行が可能な債権（強制徴収公債権）であるということをしっかり教育

する必要がある。また、悪質な滞納者に対しては戸別訪問時等において行政処分の可能性

を考慮しながら滞納者の生活状況等の情報の収集も必要と思われる。さらに、上位 10 位

の中に平成 19 年度の債権が 7 件あり、時効による債権の消滅が近づいてきている。市は、

戸別訪問等で集金を行った場合には、可能限り過年度の滞納金の支払いに充て不納欠損額

を少なくするよう努める必要がある。安易に時効による債権の消滅に至ることは、善良な

納入者との間に大きな不公平を生じさせる。保育料の一部だけ納入し完納を考えず時効を

待っているような、悪質な滞納者に関しては、早急に預金や給与の差押え等の行政処分を

行い滞納金の徴収を行うべきである。」と指摘されているところである。 

 高額滞納者上位 10 件の滞納者は、一番収入が少ない者でも 4,000 千円を超える収入が

あるため支払能力はあるものの支払意思が乏しいことが推察される。 

滞納金額 10 位の滞納者は、平成 29 年 12 月 22 日から入金がないが、債権金額が 1,000 千

円を超えていないことから令和 2 年 12 月の差押実施予定者に含めていない。高額滞納者

を選定するに当たっては、租税債権とは異なることから機械的に 1,000 千円を高額滞納者

に選定するのではなく何か月分の保育料を滞納しているのかという観点で選定すること

も有用であると考える。 

 滞納整理票を閲覧したところ、滞納金額 2 位の滞納者は子供の学習費等で出費が嵩むと

の記載があり、滞納金額 3 位の滞納者は自動車ローンが負担であるとの記載があり、滞納

金額 4位の滞納者は自動車ローンや消費者金融の支払いが負担であるとの記載があり正当

な理由による滞納とは言えない。期限までに保育料を適切に支払っている保育義務者と期

限までに支払わない保育義務者の間で不公平が生じる結果となっていることから、滞納者

には厳格な対応が求められる。 

措置内容 措置日 

令和 2 年度（2020 年度）は、預貯金調査の範囲を広げるなど見直

しを行い、差押を実施した。 

今後、福祉的配慮を行いながらも、差押を着実に行っていくため、

個々の世帯の状況に応じ、給与等の差押などの行政処分を検討する。 

令和 2 年（2020 年）

12 月 7 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【延滞金について：意見】 

 市は税に関しては条例で

延滞金の徴収を行っている

が、保育料については延滞

金に関して条例を定めてい

ないことから延滞金を徴収

していない。しかしながら、

期限までに保育料を適切に

支払っている保育義務者と

期限までに支払わない保育

義務者の間で不公平が生じ

る結果となっている。 

 また、保育料に延滞金が

発生すると保育義務者に対

して期限までに保育料を払

わなくてならないとの動機

づけとしても有効であると

考えられる。保育料に関し

ても税と同様に延滞金に関

する条例を制定する是非に

ついて検討する必要がある

と考える。 

・他都市の調査結果では、徴収している都市が

半数以上（回答のあった 18 市中、10 市）であ

った。 

・令和 3 年度（2021 年度）、保育幼稚園課独自

のマニュアルを整備し、その中で、「個々の世帯

の状況に応じた福祉的配慮について特に留意し

つつ滞納整理を行うこと」を明記した。 

・個々の世帯の状況に応じた福祉的配慮を行う

観点から、税と同様に延滞金をとることは慎重

に判断する必要がある。 

令 和 3 年

（2021 年）4

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【保留通知書について：意

見】 

 保留児童については保留

通知書を発行しているが、

保育所の入所希望者の中に

は保留通知を入手すること

で勤務先から休業（手当）

を得ることを意図している

者や希望の保育所に入所で

きないことを予想している

者もいると考えられ、本来

の入所希望者の入所に支障

をきたしている可能性があ

る。本来の入所希望者の入

所に支障をきたさないよ

う、他都市の対応状況を参

考にするなど保留通知を入

手することで勤務先から休

業を得ることを意図してい

る者等の把握に努めること

が必要と考える。 

令和 4 年（2022 年）4 月の利用申込書より「育

児休業からの復職意思の確認」欄を設け、現状

把握を行うこととした。 

令 和 3 年

（2021 年）10

月 1 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



94 

 

令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 

                      健康福祉局 保育幼稚園課 

 

指摘事項等 措置内容 措置日 

【特定子ども・子育て支援

施設等に対する指導監査の

実施：指摘】 

 令和 2 年度から実施する

ことが想定されている、特

定子ども・子育て支援施設

等に対する指導監査の実施

が予定されていないため、

国通知を基に集団指導や実

地指導を行う頻度を規定し

た実施要項等を制定し、早

急に実施する体制を整備す

る必要がある。 

・監査の実施にあたり、監査の手順等を定めた

要領等の策定及び監査実施体制の整備を行っ

た。 

・施設への他の監査や巡回支援と重複する部分

もあるため、一体的に実施することで効率的な

監査を行う。 

令 和 3 年

（2021 年）11

月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 教育委員会事務局 青少年教育課 

 

指摘事項等 

 

【各児童育成クラブで購入した消耗品にかかる検収について：指摘】 

 

 各児童育成クラブには、各児童育成クラブで使用する日用品や救急用品などの消耗品等

の購入に充てるため、割当金が予算措置されている。 

 各児童育成クラブは、当該割当金の予算の範囲内で、消耗品等の購入を行う。 

 消耗品等の購入にかかる事務の流れは以下のとおりである。 

・児童育成クラブで品目を決定し、業者から見積書を入手する。 

           ↓ 

・児童育成クラブが業者に発注を行う。 

           ↓ 

・業者は児童育成クラブに商品を納入する。児童育成クラブが納品物の検収を行う。 

           ↓ 

・業者から児童育成クラブへ請求書を送付する。（直接、市青少年教育課へ送付される場

合もある） 

           ↓ 

・見積書、納品書、請求書を児童育成クラブから市青少年教育課へ送付する。 

           ↓ 

・内容を確認し、問題がなければ納品書に検収印を押す。 

           ↓ 

・市青少年教育課において支出負担行為及び支出命令を行い、市青少年教育課が業者へ支

払う。 

 

前述のとおり、実際に納品された現物の検収を行うのは児童育成クラブである。しかし、

書類を確認したところ、市青少年教育課の検収印はあるものの、児童育成クラブにおいて

検収が行われた証跡が確認できないものがあった。 

後日、適切に検収作業が行われたことを確認可能にするため、納品された現物と納品書の

検収を適切に実施し、その証跡を児童育成クラブにおいて残す必要がある。 

 

措置内容 措置日 

 各児童育成クラブで購入した消耗品等（クラブに納品）の検収につ

いては、納品された現物と納品書の検収及び検査印の押印を必ずクラ

ブで行うよう改めた。 

令和 3 年（2021 年）

4 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 教育委員会事務局 青少年教育課 

 

指摘事項等 

 

【熊本市民間児童育成クラブ運営費等補助金にかかる決算見込書の精査の必要性につい

て 

：指摘】 

 

 市に設置された児童育成クラブのうち、市が直営するクラブを除いた民営クラブ（平成

31 年 4 月現在、民間事業者 8 クラブ、公設民営 8 クラブ、計 16 クラブ）に対して、「熊本

市民間児童育成クラブ運営費等補助金」（以下「補助金」という。）を交付している。 

 補助事業終了後、市は民間クラブから実績報告書を入手し、補助対象経費の妥当性を検

討したうえで、問題がなければ補助金額を確定している。 

 市は実績報告書の添付書類として、補助事業の予算額及び決算額（見込）を費目別に記

載した「歳入歳出決算見込書抄本」を入手しているが、その内容について証憑と突合を行

ったり現物確認を実施したりするなどの精査を行っていなかった。 

 補助金の適切な執行のため、実施報告書に添付された「歳入歳出決算見込書抄本」につ

いては、決算見込額と確定した決算額との間に大きな乖離がないか、予算額と決算額の乖

離の理由は何か、などといった視点で確認を行い、その内容を文書化すべきである。また、

必要に応じて、現地調査を行い、領収証などの支出の証憑と突合を行ったり、実際の現物

の確認を行ったりするなどして、より適切な精査を実施するべきである。 

 

措置内容 措置日 

 令和 3 年度（2021 年度）から熊本市民間児童育成クラブ運営費等

補助金の交付については、実施報告書に添付された「歳入歳出決算見

込書抄本」の内容を確認し精査した内容を文書化することとする。 

 また、令和 2 年（2020 年度）度分の交付実績と令和 3 年度上期分

の監査を令和 3 年（2021 年）7 月に実施した際に現地調査を行い、令

和 2 年度（2020 年度）分の支出の証憑を確認し、現物確認を行った。 

令和 3 年（2021 年）

4 月 1 日 
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令和 2 年度(2020 年度) 包括外部監査結果に対する措置状況報告書 

～テーマ：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について～ 

 

 教育委員会事務局 青少年教育課 

 

指摘事項等 

 

【児童育成クラブ利用者負担金の妥当性の検討について：意見】 

 

利用者負担金については、原則として児童 1 人につき月額 4,300 円と設定している。こ

の金額は、児童育成クラブ開設当初から変更されていない。 

 当該 4,300 円の算定根拠について、市は、平成 27 年 10 月に保護者の負担割合（受益者

負担割合）を 1／2 として、平成 26 年度の決算額をベースに試算を行っているが、その後

は現在に至るまで、利用者負担金の妥当性についての検討は行っていない。 

市は、支援員の処遇改善や施設基準の達成に向けた取組など、現在の状況を踏まえたと

ころで利用者一人当たりのコストを算出し、そこにあるべき保護者の負担割合（受益者負

担割合）を乗じて、利用者が負担すべき負担額を試算することが望まれる。 

 なお、受益者負担割合については、事業に対するその自治体独自の考え方が反映される

べきである。例えば、公益性が高い事業と判断されれば受益者負担割合は低率になるし、

逆に代替可能性の高い事業であれば受益者負担割合は高くなる。したがって、市は児童育

成クラブの公益性に関して判断を行い、試算にあたって使用する受益者負担割合を決定す

る必要がある。 

 市は現在、サービスの拡充（開設時間の延長、高学年の受入れ）、運営の安定（支援員

の処遇改善）、利用者負担金の見直しなど、児童育成クラブのサービスの拡充に向けた検

討を行っており、令和 3 年度より対応を開始するとのことである。そのようななかで、前

述の受益者負担割合の考え方に関する整理等については、今回に限らず今後も継続的に検

討していくことが望まれる。 

措置内容 措置日 

 サービスの拡充については、令和 3 年 10 月 1 日より開設時間（午

後 6 時まで→午後 7 時まで）を延長し、令和 7 年度（2025 年度）ま

でに高学年受入れを全クラブへ拡充できるよう施設整備等を進めて

いるところ。このことに併せ、利用者負担金について月額 4,300 円を

月額 5,000 円（午後 6 時まで利用）、8 月の利用料金を月額 9,500 円

（午前 8 時～午後 6 時）、延長時間利用分を 1,200 円（午後 6 時～午

後 7 時まで）に条例改正を行った。 

 今後も、運営費に対する保護者負担割合について毎年度確認を行

い、利用者負担金の設定が適切であるか継続的に検討していく。 

令和 3 年（2021 年）

10 月 1 日 

 

 

 


